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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 216,463 216,200 225,440 209,973 175,522

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
6,898 4,250 3,897 △9,736 1,874

当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
4,187 △134 649 △18,376 △3,247

純資産額（百万円） 60,416 70,687 67,328 40,458 40,860

総資産額（百万円） 181,108 189,923 191,026 173,177 178,897

１株当たり純資産額（円） 1,331.681,382.521,303.46 732.07 727.80

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）（円）

91.32 △2.96 14.35 △406.43 △71.93

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
90.69 － 13.02 － －

自己資本比率（％） 33.36 32.98 30.90 19.09 18.37

自己資本利益率（％） 7.50 － 1.07 － －

株価収益率（倍） 16.08 － 29.97 － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー

（百万円）

14,571 8,585 7,365 4,612 14,709

投資活動によるキャッシュ・

フロー

（百万円）

△15,214 △18,590 △15,592 △15,515 △8,230

財務活動によるキャッシュ・

フロー

（百万円）

△44 6,354 5,862 18,627 △3,430

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
15,534 13,978 12,834 20,327 23,553

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

13,828

(－)　

15,889

(－)　

15,991

(－)　

15,875

(－)　

16,467

(2,216)　

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第62期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第62期、第64期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率及び株価収益率に

ついては、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．第61期から第64期における平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しており

ます。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 103,283 138,434 150,321 123,445 111,691

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
1,808 1,373 977 △6,711 1,281

当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
992 190 △490 △12,481 △580

資本金（百万円） 9,885 9,885 9,885 9,885 9,885

発行済株式総数（千株） 45,581 45,581 45,581 45,581 45,581

純資産額（百万円） 48,150 48,396 44,738 30,779 32,300

総資産額（百万円） 107,740 121,371 143,544 134,013 143,849

１株当たり純資産額（円） 1,061.581,068.17 988.03 681.70 715.41

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

（円）

10.00

(－)

8.00

(－)

6.00

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）（円）

21.34 4.21 △10.82 △276.04 △12.86

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
21.19 3.82 － － －

自己資本比率（％） 44.7 39.9 31.2 23.0 22.5

自己資本利益率（％） 2.1 0.4 － － －

株価収益率（倍） 68.79 219.48 － － －

配当性向（％） 46.9 190.0 － － －

従業員数（人） 2,615 3,177 4,022 3,945 3,868

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第61期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当２円を含んでおります。 

３．第62期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

４．第63期、第64期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率、株価収益率及び配

当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和21年３月群馬県桐生市清水町において資本金19万５千円、従業員９名を以て㈱三ツ葉電機製作所を設立。東京都

新宿区に東京出張所を設置。

昭和32年８月東京都港区に弘和電機㈱を設立。

昭和34年６月大阪府大阪市に大阪出張所（現　大阪営業所）を設置。

昭和36年２月愛知県名古屋市に名古屋出張所（現　名古屋営業所）を設置。

昭和39年８月群馬県桐生市に前山工場を設置。

10月群馬県山田郡大間々町に赤城工場を設置。

昭和40年４月群馬県利根郡白沢村に㈱三ツ葉電機利根製作所（現　利根工場）を設立。

昭和43年９月群馬県多野郡鬼石町に鬼石工場を設置。

昭和44年５月桐栄運輸㈱（現　㈱ミツバロジスティクス（群馬県太田市））に資本参加。（現　連結子会社）

昭和45年１月群馬県桐生市に㈱両毛電子計算センター（現　㈱両毛システムズ）を設立。（現　連結子会社）

５月 群馬県勢多郡東村に㈱東葉電機製作所を設立。（現　連結子会社）

昭和48年11月㈱タツミ製作所（現　㈱タツミ（栃木県足利市））に資本参加。（現　連結子会社）

昭和49年３月群馬県桐生市に森田電気工事㈱（現　三興電気㈱）を設立。

昭和51年７月群馬県勢多郡新里村に新里工場を設置。

昭和52年６月(社)日本証券業協会（現　㈱ジャスダック証券取引所）で株式を店頭取引開始。

昭和55年８月籾茂㈱（現　㈱モミモ（群馬県桐生市））に資本参加。（現　連結子会社）

昭和56年４月東日本ダイカスト工業㈱（群馬県群馬郡箕郷町）に資本参加。（現　連結子会社）

昭和60年12月群馬県桐生市に㈱サンユーを設立。（現　連結子会社）

昭和61年12月米国に現地法人ミツバ・オブ・アメリカコーポレーション（現　アメリカン・ミツバ・コーポレーショ

ン）を設立。（現　連結子会社）

昭和62年１月群馬県桐生市に米国ウオルブロー社との合弁会社㈱ミツバ・ウオルブローを設立。（現　持分法適用会

社）

７月 米国に米国ウオルブロー社との合弁会社ＣＭＥコーポレーションを設立。（現　連結子会社）

昭和63年２月東京証券取引所市場（現　㈱東京証券取引所）第二部へ株式上場。

平成元年９月 東京証券取引所市場（現　㈱東京証券取引所）第一部に指定替え。

12月㈱大嶋電機製作所（群馬県太田市）に資本参加。（現　連結子会社）

平成２年６月 群馬県桐生市に㈱サンティストを設立。（現　連結子会社）

 三興建設㈱（群馬県桐生市）に資本参加。

11月㈱両毛システムズが(社)日本証券業協会（現　㈱ジャスダック証券取引所）で株式を店頭取引開始。

平成５年７月 タイにタイサミット社との合弁会社タイサミット・ミツバ・エレクトリック・マニュファクチュアリ

ング・カンパニーリミテッドを設立。（現　持分法適用会社）

平成６年９月 トウキョウ・エレクトリカ・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー・ブイ（メキシコ）に資本参加。（現

　連結子会社）

10月群馬県桐生市に㈱サンビップ（現　㈱ミツバサンコーワ）を設立。（現　連結子会社）

11月香港に三葉電機（香港）有限公司を設立。（現　連結子会社）

平成７年11月中国に中国軽騎摩托集団総公司他との合弁会社青島軽騎三葉電機有限公司（現　三葉電機（青島）有限

公司（100％所有（間接所有含む）））を設立。

平成８年１月 ㈱サンフィールド・インターネット（群馬県桐生市）に資本参加。

10月商号を㈱三ツ葉電機製作所から㈱ミツバに変更。

フィリピンにミツバ・フィリピンズ・コーポレーションを設立。（現　連結子会社）

㈱タツミが日本証券業協会（現　㈱ジャスダック証券取引所）で株式を店頭取引開始。

平成９年８月 ベトナムに日商岩井㈱との合弁会社ミツバ・エムテック・ベトナム・カンパニーリミテッドを設立。

（現　連結子会社）

９月 ファブリカツィオーネ・コンポーネンティ・インダストリアーリ・エス・アール・エル（現ミツバ・

イタリア・エス・ピー・エー（イタリア））に資本参加。（現　連結子会社）

平成10年５月㈱タツミが米国にタツミ・オブ・アメリカ・コーポレーション(平成17年12月30日で解散)を設立。

11月㈱両毛ビジネスサポート（群馬県桐生市）に資本参加。
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平成11年１月群馬県桐生市に㈱テクノ・クローバ(現　㈱ミツバ環境分析リサーチ)を設立。

11月中国に広州摩托集団公司他との合弁会社広州三葉電機有限公司を設立。（現　連結子会社）

平成12年２月イギリスにミツバ・ヨーロッパ・リミテッドを設立。（現　連結子会社）

３月 群馬県桐生市に㈱オフィス・アドバンを設立。（現　連結子会社）

４月 メキシコにコルポラシオン・ミツバ・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー・ブイを設立。（現　連結子

会社）

11月㈱落合製作所（群馬県富岡市）に資本参加。

平成13年３月インドにサウス・インディア・コーポレーション・エージェンシーズ・リミテッドとの合弁会社ミツ

バ・シカル・インディア・リミテッドを設立。（現　連結子会社）

５月 ハンガリーにミツバ・オートモーティブ・システムズ・オブ・ヨーロッパ・ケー・エフ・ティーを設

立。（現　連結子会社）

７月 ㈱アビリティスタッフサービス(現　㈱ミツバアビリティスタッフ（群馬県桐生市）)に資本参加。

８月 フィリピンにミツバ・マニュファクチュアリング・フィリピンズ・コーポレーションを設立。

（平成21年８月１日で合併）

11月インドネシアにエイシアン・ホンダ・モーター・カンパニーリミテッド他との合弁会社ピーティー・

ミツバ・インドネシアを設立。（現　連結子会社）

平成14年１月㈱両毛システムズが㈱両毛データセンターを設立。

９月 ブラジルにミツバ・ド・ブラジル・リミターダを設立。（現　連結子会社）

10月㈱サンビップと弘和電機㈱とを合併させ、㈱サンコーワに商号変更。

平成15年１月自動車電機工業㈱（神奈川県横浜市）に資本参加。

平成16年８月自動車電機工業㈱と株式交換を実施。

９月 ベトナムにミツバ・ベトナム・テクニカル・センターを設立。

 ㈱両毛システムズがベトナムにファイブ・スター・ソリューションズ・ベトナム・リミテッドを設立。

11月神奈川県横浜市に横浜オフィス（現　横浜本社）を開設。

平成17年４月㈱サンコーワにＣＢＣ事業部を会社分割し、㈱ミツバサンコーワに商号変更。

10月アメリカン・ミツバ・コーポレーションにＣＭＥコーポレーション株式を現物出資し増資。

 メキシコにフンディドーラ・ミツバ・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー・ブイ（現　パルテス・デ・

プレシシオン・ミツバ・デ・メヒコ・エス・エー・デー・シー・ブイ）を設立。

11月米国にアメリカン・ミツバ・セールス・エル・エル・シー及びＣＭＥオートモーティブ・エル・エル

・シーを設立。

平成18年４月ＣＭＥコーポレーションがエル・エル・シーに組織変更し、社名をＣＭＥエル・エル・シーに変更。

 ドイツにミツバ・ジャーマニー・ジー・エム・ビー・エイチを設立。

６月 群馬県桐生市に身体障害者雇用法人㈱アムコを設立。

 10月中国に三葉士林電機（武漢）有限公司を設立。

 11月タイにミツバ・アジア・アール・アンド・ディー・カンパニーリミテッドを設立。

12月米国にイチコウ・ミツバ・インコーポレーテッドを設立。 

平成19年４月自動車電機工業㈱を吸収合併。

合併により当社の子会社となった主な会社は、ミツバ・バーズタウン・インコーポレーテッド（現　連

結子会社）、ミツバ・マニュファクチュアリング・バタンガス・コーポレーション（平成21年８月１日

で合併）、三葉電器（大連）有限公司（現　連結子会社）、ミツバ・マニュファクチュアリング・フラン

ス・エス・エー（現　連結子会社）。

平成20年10月㈱両毛システムズが㈱ＲＳコンサルタンツを設立。

平成21年８月ミツバ・フィリピンズ・コーポレーション（現　連結子会社）が、フィリピン連結子会社２社を合併。

９月 当社菊川工場（静岡県菊川市）を閉鎖。

11月群馬県桐生市に㈱ミツバサービスパーツプロダクトを設立。

ブラジルにミツバ・ド・ブラジル・レプレセンタンション・コメルシアル・リミターダを設立。　

平成22年４月㈱サンユー（現　連結子会社）が㈱エムテックを吸収合併。

（注）当社グループのエル・エル・シーは米国デラウエア州有限責任会社法の規定による会社組織であります。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は株式会社ミツバ（当社）及び子会社57社、関連会社８社により構成さ

れており、事業は輸送用機器関連事業及び情報処理関連事業を営んでいるほか、その他事業としてグループ向け及び

一般向けの運送保管業、業務代行及び建設関連を営んでおります。

　事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおり

であります。

　なお、次の３事業は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。

区分 主要製品 主要な会社

輸送用機器関連事業

ワイパモータ、スタータモータ、

ファンモータ、ウインドレギュレー

タモータ

当社、㈱タツミ、㈱エムテック、東日本ダイカスト工業㈱、

ＣＭＥエル・エル・シー、アメリカン・ミツバ・コーポ

レーション、㈱モミモ、㈱東葉電機製作所、㈱ミツバ・ウオ

ルブロー、㈱大嶋電機製作所、㈱サンユー、㈱サンティス

ト、㈱ミツバサンコーワ、その他の会社41社（国内６社、海

外35社）

情報処理関連事業

システムインテグレーションサー

ビス、情報処理サービス、ソフトウ

エア開発

㈱両毛システムズ、その他の会社５社（国内４社、海外１

社）

その他事業
運輸・倉庫業、業務代行、電気工事

業、土木建設業

㈱ミツバロジスティクス、㈱オフィス・アドバン、三興電

気㈱、三興建設㈱、その他の会社２社（国内２社）
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　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任の有無

資金援助
 等

営業上の取
引

設備の
賃貸借

特定子
会社該
当の有
無

㈱両毛システムズ
群馬県桐

生市
1,966

情報処理関連

事業
51.32 有 －

情報処理

サービス、シ

ステム開発

及びソフト

ウエア開発

の依頼先

土地、

建物の

賃貸及

び賃借

有

㈱タツミ
栃木県足

利市
715

輸送用機器関

連事業
53.10 有 －

圧造及び切

削部品の加

工先

なし 無

㈱エムテック
群馬県桐

生市
380 同上 99.94 有 －

自動車用

ファンモー

タ、二輪車用

発電機部品

及び各種

リード線の

加工先

なし 無

東日本ダイカスト

工業㈱

群馬県高

崎市
70 同上 100.00 有 －

ダイカスト

部品の加工

先

建物、

機械の

賃貸

無

㈱ミツバロジス

ティクス

群馬県桐

生市
70その他事業 100.00 有 －

当社製品の

納入代行及

び保管先

出荷用

倉庫の

賃貸及

び賃借

無

㈱モミモ
群馬県桐

生市
90

輸送用機器関

連事業
86.69 有 －

樹脂成形部

品の加工先

建物の

賃借
無

㈱東葉電機製作所
群馬県み

どり市
70 同上 70.00 有 －

自動車用ワ

イパ部品の

加工先

なし 無

㈱サンティスト
群馬県桐

生市
95 同上

100.00

  (100.00)
有 －

物品の購入

先
なし 無

㈱サンユー
群馬県桐

生市
150 同上 90.00 有 －

自動車用

ファンモー

タの加工先

なし 無

㈱大嶋電機製作所
群馬県太

田市
380 同上 76.84 有 －

自動車用ラ

ンプの加工

先

なし 無

㈱オフィス・アド

バン

群馬県桐

生市
50その他事業 100.00 有

資金の貸

付、債務

の保証

業務委託先 なし 無

㈱ミツバサンコー

ワ 

群馬県桐

生市
300

輸送用機器関

連事業
100.00 有 －

ホーン、エン

ジンスター

タ等自動車

用市販商品

の販売先

建物の

賃貸 
無
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名称 住所
資本金
（百万円）

事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任の有無

 資金援助
 等 

営業上の取
引

設備の
賃貸借

特定子
会社該
当の有
無

ＣＭＥエル・エル

・シー

米国デラ

ウェア州

30百万

ＵＳドル

輸送用機器関

連事業

96.67

(96.67)
有 －

自動車用ス

タータモー

タの製造

なし 有

ＣＭＥオートモー

ティブ・エル・エ

ル・シー 

米国デラ

ウェア州

23百万

ＵＳドル
同上

100.00

(100.00)
有 －

自動車用ワ

イパモータ

等製造

なし 無

ミツバ・フィリピ

ンズ・コーポレー

ション

フィリピ

ン

カビテ州

6百万

ＵＳドル
同上 100.00 無

債務の保

証

自動車用

ホーン及び

パワーウイ

ンドモータ

・ファン

モータ部品

の製造・販

売

なし 無

トウキョウ・エレ

クトリカ・デ・メ

ヒコ・エス・エー

・デ・シー・ブイ

メキシコ

ヌエボレ

オン州

181百万

メキシコペソ
同上

86.65

(47.63)
有 －

自動車用ド

アミラー等

の製造・販

売

なし 有

アメリカン・ミツ

バ・コーポレー

ション

米国イリ

ノイ州

81百万

ＵＳドル
同上 100.00 有

債務の保

証

当社製品の

販売
なし 有

アメリカン・ミツ

バ・セールス・エ

ル・エル・シー

米国デラ

ウェア州 

1百万

ＵＳドル
同上

100.00

(100.00)
有 －

当社製品の

販売
なし 無

セーフティ・テキ

サス・オートパー

ツ・インコーポ

レーテッド

米国テキ

サス州

4百万

ＵＳドル
同上

100.00

(100.00)
有 －

当社製品の

販売
なし 無

三葉電機（香港）

有限公司

中華人民

共和国香

港特別行

政区

3百万

ＵＳドル
同上

100.00

(13.33)
有

債務の保

証

当社製品の

販売
なし 無

ミツバ・エムテッ

ク・ベトナム・カ

ンパニーリミテッ

ド

ベトナム

ドンナイ

省

97,909百万

ベトナムドン
同上

90.00

(29.64)
有

債務の保

証

二輪車用ス

タータモー

タ、発電機及

び部品の製

造・販売

なし 無

ミツバ・イタリア

・エス・ピー・

エー

イタリア

トスカー

ナ州

1百万

ユーロ
同上 85.00 有

債務の保

証

二輪車用ス

タータモー

タ、発電機及

び部品の製

造・販売

なし 無

コルポラシオン・

ミツバ・デ・メヒ

コ・エス・エー・

デ・シー・ブイ

メキシコ

ヌエボレ

オン州

254百万

メキシコペソ
同上

100.00

(25.11)
有 －

自動車用パ

ワーウイン

ドモータ等

の製造・販

売

なし 有

ミツバ・バーズタ

ウン・インコーポ

レーテッド

米国ケン

タッキー

州

34百万

ＵＳドル
同上

100.00

(40.77)
有

債務の保

証

自動車用ワ

イパモータ

等の製造・

販売

なし 有
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名称 住所
資本金
（百万円）

事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任の有無

資金援助
 等

営業上の取
引

設備の
賃貸借

特定子
会社該
当の有
無

ピーティー・ミツ

バ・インドネシア

インドネ

シア

バンテン

州

59,144百万

インドネシア

ルピア

輸送用機器関

連事業
70.00 有 －

二輪車用

ホーン、ス

タータモー

タ、発電機の

製造・販売

なし 無

広州三葉電機有限

公司 

中華人民

共和国広

東省広州

市 

13百万

ＵＳドル
　同上 

66.67

(25.00)
有 －

二輪車用ス

タータモー

タ、発電機、

自動車用ワ

イパシステ

ムの製造・

販売

なし 有

三葉電器（大連）

有限公司

中華人民

共和国遼

寧省大連

市 

2,400  同上
100.00

(11.12)
有

債務の保

証

自動車用パ

ワーウイン

ドモータ、リ

レー等の製

造・販売

なし 有

ミツバ・ヨ－ロッ

パ・リミテッド

イギリス

ロンドン

市

3百万

イギリスポンド
  同上 100.00 有 －

自動車部品

の輸入・販

売 

なし 無

ミツバ・オート

モーティブ・シス

テムズ・オブ・

ヨーロッパ・ケー

・エフ・ティー

ハンガ

リー

シャルゴ

タル

ヤン市

 6百万 

ユーロ 
  同上 

100.00

(49.71)
有

資金の貸

付、債務

の保証

ワイパシス

テム、パワー

ウインド

モータ等の

製造・販売 

なし 無

ミツバ・マニュ

ファクチュアリン

グ・フランス・エ

ス・エー

フランス

ロワール

地方

4百万 

ユーロ 
  同上 100.00 有

資金の貸

付

パワーウイ

ンドモータ、

サンルーフ

モータ等の

製造・販売 

なし 無 

ミツバ・シカル・

インディア・リミ

テッド

インド

タミル・

ナドゥ州

1,073百万 

インドルピー 
  同上 99.69 有

債務の保

証

二輪用ス

タータモー

タ、発電機及

び自動車用

ワイパモー

タ等の製造

・販売 

なし 有 

ミツバ・ド・ブラ

ジル・リミターダ

ブラジル

アマゾナ

ス州

17百万 

ブラジルレアル 
  同上 100.00 有 －

二輪用ス

タータモー

タの製造・

販売 

なし 無 
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(2）持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
（百万円）

事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任の有無

資金援助
 等

営業上の取
引

設備の
賃貸借

特定子
会社該
当の有
無

㈱ミツバ・ウオルブ

ロー

群馬県桐

生市
200

輸送用機器関

連事業
50.00 有 －

当社製品の

販売先

土地、

建物の

賃貸

無

タイサミット・ミツ

バ・エレクトリック

・マニュファクチュ

アリング・カンパ

ニーリミテッド

タイ

チョンブ

リ県

630百万

タイバーツ
同上 50.00 有 －

当社製品の

販売先
なし 無

　（注）１．上記関係会社のうち有価証券報告書を提出している会社は㈱両毛システムズ、㈱タツミであります。

２．「議決権の所有割合」欄の（内書）は、間接所有の議決権の合計の割合であります。

間接所有の内訳は次のとおりであります。

(1)㈱サンティストは、㈱ミツバサンコーワが100％を所有しております。

(2)ＣＭＥエル・エル・シーは、アメリカン・ミツバ・コーポレーションが96.67％を所有しております。

(3)ＣＭＥオートモーティブ・エル・エル・シーは、ＣＭＥエル・エル・シーが100％を所有しておりま

す。 

(4)トウキョウ・エレクトリカ・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー・ブイは、㈱大嶋電機製作所が

28.63％、アメリカン・ミツバ・コーポレーションが19.00％を所有しております。

(5)アメリカン・ミツバ・セールス・エル・エル・シーは、アメリカン・ミツバ・コーポレーションが

100％を所有しております。

(6)セーフティ・テキサス・オートパーツ・インコーポレーテッドは、㈱大嶋電機製作所が26.83％、アメ

リカン・ミツバ・コーポレーションが73.17％を所有しております。

(7)三葉電機（香港）有限公司は、アメリカン・ミツバ・コーポレーションが13.33％を所有しておりま

す。

(8)ミツバ・エムテック・ベトナム・カンパニーリミテッドは㈱エムテックが29.64％を所有しておりま

す。

(9)コルポラシオン・ミツバ・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー・ブイは、㈱タツミが20.77％、アメリ

カン・ミツバ・コーポレーションが4.34％を所有しております。

(10)ミツバ・バーズタウン・インコーポレーテッドは、アメリカン・ミツバ・コーポレーションが

40.77％を所有しております。

(11)広州三葉電機有限公司は、三葉電機（香港）有限公司が25.00％を所有しております。

(12)三葉電器（大連）有限公司は、三葉電機（香港）有限公司が11.12％を所有しております。

(13)ミツバ・オートモーティブ・システムズ・オブ・ヨーロッパ・ケー・エフ・ティーは、ミツバ・ヨ－

ロッパ・リミテッドが49.71％を所有しております。

３．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えている連結子会社

の損益情報等。

アメリカン・ミツバ・ (1)売上高 19,809百万円

コーポレーション (2)経常損失 1,397百万円

 (3)当期純損失 1,776百万円

 (4)純資産額 4,846百万円

 (5)総資産額 11,818百万円
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

輸送用機器関連事業 15,554 (2,138)

情報処理関連事業 614 (48)

その他事業 299 (30)

合計 16,467 (2,216)

　（注）    従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、契約社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派

遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

3,868 39.68 16.94 4,014,271

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、準社員・契約社

員を含んでおります。）であります。

 ２．平均年間給与は税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　平成22年３月31日現在における主な労働組合への加入状況は以下のとおりであります。

名称　　　　　　　ミツバ労働組合

組合員数　　　　　3,434名

所属上部団体名　　全日産・一般業種労働組合連合会

労使関係　　　　　安定しており特記すべき事項はありません。

名称　　　　　　　両毛システムズ労働組合 

組合員数　　　　　479名 

所属上部団体名　　全日産・一般業種労働組合連合会  

労使関係　　　　　安定しており特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の回復や各種対策の効果から、中国、東アジア向けを中心とした輸

出が穏やかに増加し、その結果国内生産は持ち直し、企業収益は改善傾向にあります。しかし、一方では海外景気の下

振れ懸念、円高の継続や設備投資の減少、厳しい雇用・所得環境に伴う個人消費の低迷やデフレ基調など景気を下押

しするリスクが内在しています。 

このような状況のなか、四輪車の国内販売台数は4,880千台(前年度比3.8%増)となり、２年連続で5,000千台を下回

りました。エコカー減税など政府の購入支援策が効いて反転したものの、依然として低水準となっています。販売台数

のうち、登録車は3,182千台（前年度比10.0%増）、軽自動車は1,698千台(前年度比6.1%減)となりました。国内生産は

8,865千台（前年度比11.4%減）となり、昭和53年以来、31年ぶりに9,000千台を下回りました。輸出台数も4,087千台

（前年度比27.1%減）となりました。 

二輪車の国内販売は、若者のバイク離れや、排ガス規制対応による価格上昇などにより374千台(前年度比25.0%減)

と前年度を大幅に下回りました。国内生産は605千台(前年度比44.3%減)となり、輸出台数も468千台（前年度比47.6%

減）で３年連続のマイナスとなりました。

このような環境のなか、当社グループの連結売上高は175,522百万円（前年同期比16.4％減）、連結営業利益は

2,176百万円（前年同期は7,500百万円の連結営業損失）、連結経常利益は1,874百万円（前年同期は9,736百万円の連

結経常損失）、事業構造改革費用や減損損失等の特別損失の発生と繰延税金資産取崩しにより連結当期純損失は

3,247百万円（前年同期は18,376百万円の連結当期純損失）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

輸送用機器関連事業は、一昨年秋以降の世界同時不況の影響を受け、低調なスタートとなりましたが、日本でのエコ

カー減税による需要の増加と中国及びアジア地域で販売が好調でありました。しかし、北米及びヨーロッパの大幅な

減収が響き、売上高は166,541百万円（前年同期比17.5％減)となりました。利益につきましては、原材料費、人件費な

どのコスト削減効果と年度後半にかけて売上が回復基調となり、営業利益は1,816百万円（前年同期は7,809百万円の

営業損失）となりました。

情報処理関連事業は、製造業向けの販売が低調となりましたが、自治体、ガス事業者向けの販売が堅調に推移しまし

た結果、売上高は9,497百万円（前年同期比5.8％増）となりました。また、費用面では材料仕入れ及び外注費用の削減

等の推進をしてまいりました結果、営業利益は223百万円（前年同期比41.2％増）となりました。 

その他事業は、売上高は5,110百万円（前年同期比17.6％減）、営業利益は35百万円（前年同期比47.4％減）となり

ました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

(日本)

日本においては、自動車生産の減少影響により、売上高は127,973百万円(前年同期比8.1%減)となりました。コスト

面では原材料費や固定費削減の効果により、営業利益は1,097百万円(前年同期は9,605百万円の営業損失)となりまし

た。

(米州)

米州においても、米国の自動車生産減少により、売上高は34,468百万円(前年同期比29.9%減)と大幅な減少となりま

した。営業損益は、人件費及び経費の削減等コストダウンを行いましたが、大幅な減収に伴う利益減少により、営業損

失は1,828百万円(前年同期は1,778百万円の営業損失)となりました。

(アジア)

中国及びアジア地域で販売好調でありましたが、日本及び北米拠点を中心としたフィリピン拠点の輸出売上高の大

幅な減収が響き、売上高は50,605百万円(前年同期比16.7%減)、営業利益は3,011百万円(前年同期比14.6%減)となりま

した。

(ヨーロッパ)

欧州においては、４輪及び２輪とも生産台数減少により、売上高は6,801百万円(前年同期比44.6%減)、営業損失174

百万円(前年同期は248百万円の営業利益)となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

  当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

3,226百万円増加し、当連結会計年度末には23,553百万円となりました。 

なお、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは5,273百万円のプラス（前年同期は10,108百万円の

マイナス）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、14,709百万円（前年同期比218.9％増）となりました。これは主に税金等調整前当

期純利益と減価償却費によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は、8,230百万円（前年同期比47.0％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得及

び無形固定資産の取得による支出によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用した資金は、3,430百万円（前年同期は18,627百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入及

びリース債務の返済によるものです。 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

輸送用機器関連事業（百万円） 164,793 85.3

情報処理関連事業（百万円） 8,734 112.2

その他事業（百万円） 247 62.8

合計（百万円） 173,775 86.3

　（注）１．金額は販売価格に換算しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

輸送用機器関連事業 169,847 86.8 9,359 154.6

情報処理関連事業 9,344 120.7 1,281 190.9

その他事業 247 62.8 － －

合計 179,439 88.0 10,640 158.3

　（注）１．金額は販売価格に換算しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

輸送用機器関連事業（百万円） 166,540 82.5

情報処理関連事業（百万円） 8,734 112.2

その他事業（百万円） 247 62.8

合計（百万円） 175,522 83.6

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

本田技研工業㈱ 18,614 8.9 14,175 8.1

３【対処すべき課題】

　当社グループを取り巻く環境は依然として大変厳しい状況にあります。このような経営環境を非常事態と捉え、以下

の項目を重点に推進してまいります。

１．調達構造の再構築による付加価値の向上

２．事業構造改革によるグループ全体での固定費削減

３．成長分野（環境、省エネ）への集中と投資エリアへの投資

を通じて、激変する経済環境に適合した体質をつくり、ＱＣＤ競争力と更なる収益力の向上を図り、企業体質の強化を

実現してまいります。

　このような経営環境のなか、当社はグループの輸送機器関連事業で、平成20年４月より、「グローバルで勝ち抜く ～

収益力の強化～」のスローガンのもとに３ヵ年計画の第８次中期経営計画をスタートさせ、平成23年３月期は第８次

中期経営計画の最終年度、仕上げの年度になります。

　第８次中期経営計画における経営方針は次のとおりです。

１．技術・技能を進化・融合させ、新たな世界一商品をタイムリーに創造し上市する。

２．全員が品質最優先の思考と行動で、お客様からより高い信頼を獲得する。

３．選択と集中に基づく経営資源配分の実践と商品統合のスピードアップ等による合併シナジーの創出により、高い

収益力とシェア拡大を達成する。

４．高い目標に果敢にチャレンジし、責任を持ってやりきる事で、グローバルに人・企業・グループを成長させ

る。

　グローバルで展開されるメガ・コンペティションに勝ち抜くために、グループ・グローバル経営を一層強固なもの

とし、競争力の源泉である新商品開発、品質向上及び原価改善に力を注ぎます。そのため開発部門を事業責任者の下に

組み込むなど、戦略実行・責任体制の強化も図りました。

　また、情報サービス事業では、事業ビジョン及び競争力の高いビジネスモデルの創造と、これを実現するコア商品の

開発を通して、営業力の改革的向上を推進してまいります。

　こうした活動を通じ、当社理念であります「世界の人々に喜びと安心を提供する」の実現を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項については、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当報告書提出日（平

成22年６月25日）現在において当社グループが判断したものです。

（１）自動車電装部品業界の競争激化

　　　　当社グループは、国内はもとより米州・欧州・アジア等グローバルに事業を展開しておりますが、当社グループが

販売している国及び地域の経済状況や景気後退、また自動車需要の減少は、当社グループの業績及び財政状態に

悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、全世界における自動車電装部品メーカーのグローバル化と統合の進展により、業界での競争はグローバル

で非常に激化しております。当社グループとしてはワイパモータ、パワーウインドモータを始めとするボディ系

システム製品を中心に、品質・機能・価格面においてグローバルでの競争力向上に努めておりますが、大幅な市

場価格の低下、自動車ユーザーの嗜好の変化等の理由により、当社グループの業績が予定どおり達成されない可

能性もあります。

（２）環境規制

自動車業界は、環境・安全に関する法的規制の適用下にあり、それに伴い電装部品業界においても、CO２量削減、

燃費向上、環境負荷物質の不使用及び安全性の向上、生産工場からの汚染物質無排出などが課せられるといった

課題があります。またこれらの規制は、実施時期や規制レベルが厳しくなることもたびたびあり、これらの規制の

遵守に向けた費用が当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（３）知的財産

当社グループは、自社が製造・販売する製品に関する多数の特許及び意匠・商標を保有し、もしくは権利を取

得しております。これらの知的財産は、当社の事業拡大において過去・現在・将来にわたり重要であることは変

わりません。この様な知的財産が広範囲にわたって保護できないこと、また違法に侵害されることにより、当社グ

ループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（４）為替変動

当社グループは、日本から複数の国々の海外拠点へ、また海外拠点間において二輪車、四輪車用電装品及びその

部品を輸出入しております。為替レートの変動は、当社グループ各社の業績及び財政状態に影響し、更に外貨建て

での購入部品・原材料の価格変動により製品競争力にも影響しております。このような為替リスクを完全にヘッ

ジすることは非常に困難ですが、影響をより少なくするために、為替予約等のリスクヘッジを状況を確認しなが

ら実施しております。しかしながら、急激な為替変動は当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす

可能性があります。

（５）取引先の集中

当社グループは、主要取引先を１社もしくはそれ以上失うこと、もしくは主要取引先からの受注を減らすこと

により、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、顧客基盤を

多様化する様努めておりますが、かかる努力が計画通り進展しない可能性もあります。

（６）カントリーリスク

当社グループの事業は米州・欧州・アジア等グローバルに展開しております。したがって、各国における政治

・経済状況の変化、法律、税制等により、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。

（７）災害・戦争・テロ・ストライキ等の影響

当社グループは、世界15カ国において事業を展開しており、それらの事業は、自然災害、戦争、テロ、ストライキ

等に影響されやすく、これらの事象が発生した場合は、原材料、部品の購入、生産、製品の販売及び物流やサービス

の提供に遅延や停止が発生する可能性があります。このように遅延、停止が長期的に生じた場合、当社グループの

業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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（８）製品の品質不具合

当社グループは、「全員が品質最優先の思考と行動で、お客様より高い信頼を獲得する。」をモットーに“超一

流品質への挑戦”を中期経営計画に掲げ高品質で魅力ある製品作りに全力で取り組んでおります。しかし、全て

の製品について品質不具合がなく、将来にリコールが発生しないという保証はありません。予期せぬ品質の不具

合の発生が当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（９）原材料の市況及び供給

当社グループの製造している製品は、原材料・部品をグループ外から調達しております。これら原材料等の市

況の変化や品不足などにより、当社グループ製品の原価上昇・生産停止が起こり、当社グループの業績及び財政

状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（10）財務制限条項

安定的な資金調達を図るため、金融機関との間でシンジケートローン及びコミットメントライン契約を締結し

ておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、当社がこれらに抵触した場合、期限の利益を喪失

し、一括返済を求められる等、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

(1)技術援助等を受けている契約
契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 対価 契約期間

当社、トウキョウ・エ

レクトリカ・デ・メヒ

コ・エス・エー・デ・

シー・ブイ ※

市光工業㈱ 日本
メキシコ国内の自動車部品製造の

特許及びノウハウの行使

一時金及び販売金額に対する

一定料率のロイヤルティ

平成５年12月

～製造終了まで

当社 ドネリー社
アメリカ

合衆国

ターンシグナルライトを含む車両

外部バックミラーシステムについ

てのライセンス契約

販売数量に対して一定額のロ

イヤルティ

平成17年９月

～特許期間終了

まで

　（注）　※は連結子会社であります。

(2)技術援助等を与えている契約
契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 対価 契約期間

当社 士林電機社 台湾
二輪・四輪車用電装品の製造技術

の供与及び実施許諾

一時金及び販売数量に対して一

定料率のロイヤルティ

平成10年８月

～自動延長

 盈信産業社 韓国
二輪車用電装品の製造技術の供与

及び実施許諾
同上

平成11年８月

～自動延長

 ジャヤヒンド社 インド
二輪車用ＡＣジェネレータの製造

技術の供与及び実施許諾
同上

平成18年９月

～平成23年９月

 
バロック・エンジ

ニアリング社
インド

二輪車用ＡＣジェネレータの製造

技術の供与及び実施許諾
同上

平成13年４月

～自動延長

 
アームストロング

オートパーツ社
マレーシア

二輪・四輪車用電装品の製造技術

の供与及び実施許諾
同上

平成４年５月

～自動延長

 
タイニッコー

メタル社
タイ

二輪車用ホーンの製造技術の供与

及び実施許諾
同上

平成６年５月

～自動延長

 ハイブリッド社 パキスタン
二輪車用フラッシャリレーの製造

技術の供与及び実施許諾
同上

平成４年１月

～自動延長

 バレオ社 フランス
四輪車用スタータモータの製造技

術の供与及び実施許諾
同上

平成元年３月

～自動延長

 スミス社 南アフリカ
四輪車用ワイパモータの製造技術

の供与

売上高に対して一定額のロイヤ

ルティ

昭和54年３月

～自動延長

 
エーピーエムオー

ト社
マレーシア

四輪車用ワイパモータ、ウォッシャ

等の技術の供与
同上

平成19年4月

～平成24年4月

 デロイド社 マレーシア

四輪車用パワーウインドモータ、ド

アロックアクチュエータの製造技

術の供与

同上
平成13年10月

～自動延長

　

(3)連結子会社の合併

　詳細は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のと

おりであります。　
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６【研究開発活動】

　当社グループは、社会と環境に調和した技術の創造を通して世界の人々に喜びと安心を提供するという基本理念に

基づき、輸送用機器関連事業及び情報処理関連事業を中心に、研究開発活動を推進しております。

　当連結会計年度における各事業別の研究目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は557百万円となっております。

１．輸送用機器関連事業

　マーケットインをベースに事業拡大を図る為、「オリジナリティのある開発型企業」を目指して、将来における商品

及び技術の動向を予測した開発戦略に基づき、研究開発テーマを推進しております。

　また、開発の総合生産性向上の一環として、開発期間の短縮活動に取組んでおります。

　主要なテーマとして、将来動向（地球環境保全や少子高齢化等）に対応するため、モータ技術と制御技術をコア技術

とした新アクチュエータの研究開発、及びそのキーとなる要素技術の開発を進めております。また、先進の制御技術、

新しいセンサ技術や駆動原理を応用したシステム商品の研究開発も進めております。

　さらに先端技術の研究として、大学やつくば市の物質・材料研究機構等、社外との共同研究も積極的に進めておりま

す。

　なお、当連結会計年度の研究開発費は488百万円となりました。

　また、当連結会計年度において立ち上げた主な商品は、フロントワイパシステム、リアワイパシステム、ウォッシャシ

ステム、ドアミラー、ホーン、パワーウインドモータ、シートモータ、サンルーフモータ、パワースライドドアシステム、

ファンモータ、パワーステアリングモータ、二輪用スタータモータ、燃料ポンプ、ＡＣジェネレータ、介護ベッド用リニ

アアクチュエータ、及び各種コントローラなどがあります。

　現在は、各種システム商品の次世代開発と次世代アクチュエータの開発を信頼性向上の為の要素技術開発と共に推

進しております。

　一方、生産技術分野においては、先回り技術開発を更に推し進め、デジタルエンジニアリングを積極的に活用して工

程及び設備・金型のリードタイム短縮や効率アップを図っております。プレス加工の例では素材板厚を増加させる事

で、鍛造加工を安価なプレス加工に置き換える技術や、モータヨークの深絞りトランスファ加工を順送プレス加工に

置き換える事で、加工スピードを大幅にアップさせる技術開発をさらに進めております。設備製作では三次元のＣＡ

Ｄ/ＣＡＭ/ＣＡＥをフルに活用し、設備やラインを構想段階のバーチャルでの検討や、シミュレーションによる先行

開発に取り組んでいます。また、海外拠点活用が進み、治具の三次元設計から加工、製作までを短期間に低コストで仕

上げるビジネスモデルも出来上がっております。

２．情報処理関連事業

　当連結会計年度の研究開発活動は、組み込みソフトのモデルベース開発コンサルティングを事業化することを目的

に、当社との共同研究という形で実施してまいりました。

  具体的には、自動車部品開発をMATLAB/Simulinkを使ったシミュレーション開発で実践する形で進めてまいりまし

た。成果として、要求仕様に対する制御機能設計をパソコンによるシミュレーションでできるようになったため、短時

間での合意形成、手戻りの減少が開発効率向上につながるとの評価を得ることができ、また開発現場で実際にモデル

ベース開発を共同して行うことでコンサルタントのレベルを向上させることができました。この活動は来期以降も継

続いたします。

　なお、当連結会計年度における研究開発費は68百万円となりました。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、期末日における資産、負債及び会計期間における収益、費

用に影響する見積りや仮定を使用する必要があり、製品保証引当金、退職給付引当金、貸倒引当金等がこれに当た

ります。これらは、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されております。
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（２）財政状態の分析

　（資産・負債・純資産）

  当連結会計年度における資産の残高は、178,897百万円（前連結会計年度は173,177百万円）となり、5,719百万

円増加しました。流動資産は93,163百万円となり7,461百万円増加し、固定資産は85,734百万円となり1,741百万

円減少しました。 

　流動資産では現金及び預金が3,740百万円、受取手形及び売掛金が7,818百万円増加しましたが、繰延税金資産を

2,532百万円取崩しました。固定資産では有形固定資産が5,412百万円減少しましたが、時価の上昇により投資有

価証券が4,357百万円増加したことが主な要因です。 

　当連結会計年度における負債の残高は138,037百万円（前連結会計年度は132,719百万円）となり、5,317百万円

増加しました。流動負債は93,129百万円となり6,626百万円増加し、固定負債は44,907百万円となり1,308百万円

減少しました。 

  流動負債では支払手形及び買掛金が3,404百万円、未払金が4,018百万円増加しましたことが主な増加の要因で

す。固定負債では長期借入金等が2,309百万円減少しましたが、繰延税金負債が991百万円増加したことが主な要

因です。 

　当連結会計年度における純資産の残高は、40,860百万円（前連結会計年度は40,458百万円）となり、401百万円

増加しました。これは利益剰余金が3,251百万円減少、有価証券評価差額金で2,148百万円増加、為替換算調整勘定

が905百万円増加したことが主な要因です。 

（３）経営成績の分析

（売上高・営業利益）

　当連結会計年度における売上高は、175,522百万円（前連結会計年度は209,973百万円）となり、34,450百万円減

少しました。営業利益は、2,176百万円（前連結会計年度は7,500百万円の営業損失）となり、9,677百万円増加し

ました。

　売上高は、アジアを中心に販売が好調でありましたが、一昨年秋以降の世界同時不況の影響で完成車メーカーの

減産による受注減少により、対前期比16.4%減少となりました。

　営業利益は、原材料費、人件費などのコスト削減効果で増益となりました。

（経常利益）

　前連結会計年度に対し、営業外収益が567百万円減少し、営業外費用が2,500百万円減少しております。前連結会

計年度は為替差損が2,881百万円でしたが、当連結会計年度は為替差損の発生が無く、差引2,881百万円の費用が

減少したことが主な要因です。これにより、経常利益は11,610百万円増加し1,874百万円（前連結会計年度は

9,736百万円の経常損失）となりました。

（当期純利益）

　当連結会計年度は、減損損失として455百万円、割増退職金512百万円等の計上を行なった結果、税金等調整前当

期純利益は1,579百万円（前連結会計年度は14,908百万円の税金等調整前当期純損失）となり、16,488百万円増

加しました。

　また、当期純損失は、3,247百万円（前連結会計年度は18,376百万円）となり、15,129百万円減少しました。

（４）資金の財源及び資金の流動性についての分析

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より10,097百万円増加の14,709百万円のキャッシュ

を得ました。当連結会計年度における税金等調整前当期純利益の増加が主要因ですが、たな卸資産の減少、未払金

の増加等も資金増加要因となっております。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より7,284百万円少ない8,230百万円のキャッシュを

使用しました。有形固定資産の取得による支出の減少が主な要因です。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、3,430百万円のキャッシュを支出しました。短期借入れ及び長期借入

金の返済により資金が減少いたしました。

　これらの活動の結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の20,327百万円から3,226百万円増加し、

23,553百万円となりました。また、流動比率は100.0％となり前連結会計年度に比べ1.0ポイント増加しました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、輸送用機器関連事業の新機種商品、増産対応を中心に当連結会計年度では、9,794百万円の設備

投資を実施しております。

　輸送用機器関連事業では、主なものとして四輪車用パワーウインドモータ、四輪用ワイパモータ等を中心に在外子会

社を含め、9,454百万円の設備投資を実施しております。なお、当社の設備投資額は3,991百万円であります。

　情報処理関連事業、その他事業においては、当連結会計年度における大きな設備投資は実施しておりません。

　また、当社グループでは、間接部門の業務生産性向上を目的に、パソコンを始めとする情報機器の導入を積極的に行

なっております。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。

２【主要な設備の状況】

(1)提出会社

　 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
 

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

研究開発センター

(群馬県桐生市)

輸送用機器関

連事業
研究開発設備 587  502

12

(21,715)
1,340 743 3,186 1,185

赤城工場

(群馬県みどり市)

輸送用機器関

連事業

コントロール

ユニット生産

設備

198 667
32

(9,293)
－ 31 929 178

鬼石工場

(群馬県藤岡市)

輸送用機器関

連事業

ホーン生産設

備
379 414

120

(15,943)
22 35 972 181

新里工場

(群馬県桐生市)

輸送用機器関

連事業

ワイパモータ

生産設備
1,918 3,913

1,189

(115,356)
139 184 7,345 722

利根工場

(群馬県沼田市)

輸送用機器関

連事業

ワイパモータ

生産設備
369 1,159

38

(7,022)
66 39 1,674 258

富岡工場

(群馬県富岡市)

輸送用機器関

連事業

シートモータ

生産設備
474 829

54

(52,951)
27 90 1,476 345

福島工場

(福島県田村市)

輸送用機器関

連事業

ワイパモータ

生産設備
223 936

296

(78,946)
8 25 1,490 254

新潟工場

(新潟県南魚沼市)

輸送用機器関

連事業

ドアロックア

クチュエータ

生産設備

506 503
405

(59,341)
 34 29 1,478 158

本社事務所

(群馬県桐生市)

輸送用機器関

連事業

全社管理業務

事務所他
988 6

472

(6,663)
－ 118 1,585 306

横浜本社他9事業所

(神奈川県横浜市他)

輸送用機器関

連事業

販売活動用事

務所
618 147

755

(114,562)
－ 119 1,640 281
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(2)国内子会社

　 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

㈱両毛システム

ズ

本社他３事業所

(群馬県桐生市

他)

情報処理

関連事業

本社事務

所他
669 2

61

(1,225)
24 111 870 614

㈱タツミ
本社他１事業所

(栃木県足利市)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

684 682
40

(9,046)
－ 78 1,485308

㈱エムテック

広沢工場他１事

業所

(群馬県桐生市)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

555 168
147

(9,287)
－ 21 893 118

㈱大嶋電機製作

所

他６社

本社

(群馬県太田市

他)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

1,586 1,954
821

(57,657)
7 127 4,497655

㈱ミツバロジス

ティクス

他１社

本社

(群馬県太田市

他)

その他事

業

物流倉庫

及び貨物

自動車

664 4
582

(38,768)
37 44 1,334299

 

(3)在外子会社

　 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ＣＭＥエル・エ

ル・シー

他６社

本社及び工場

(米国・デラ

ウェア州他)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

1,082 1,613
19

(230,329)
1 46 2,763486

ミツバ・フィリ

ピンズ・コーポ

レーション

本社及び工場

(フィリピン・

カビテ州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

1,067 1,165
－
(－)

－ 620 2,8532,547

トウキョウ・エ

レクトリカ・デ

・メヒコ・エス

・エー・デ・

シー・ブイ

本社及び工場

(メキシコ・ヌ

エボレオン州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

361 335
38

(38,386)
－ 28 763 775

ミツバ・イタリ

ア・エス・ピー

・エー

本社及び工場

（イタリア・ト

スカーナ州）

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

5 163
－
(－)

－ 33 202 84

ミツバ・エム

テック・ベトナ

ム・カンパニー

リミテッド

本社及び工場

（ベトナム・ド

ンナイ省）

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

495 854
－
(－)

－ 34 1,3851,750

コルポラシオン

・ミツバ・デ・

メヒコ・エス・

エー・デ・シー

・ブイ

本社及び工場

(メキシコ・ヌ

エボレオン州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

284 566
118

(39,092)
－ 31 1,000635
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会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ミツバ・バーズ

タウン・イン

コーポレーテッ

ド

本社及び工場

(米国・ケン

タッキー州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

222 220
44

(248,000)
－ 105 592 164

ピーティー・ミ

ツバ・インドネ

シア

本社及び工場

(インドネシア

・バンテン州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備

1,136 1,296
301

(103,730)
－ 8 2,7421,773

広州三葉電機有

限公司 

本社及び工場 

(中国・広東省)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

561 640
－
(－)

－ 42 1,243596

三葉電器（大

連）有限公司

本社及び工場 

(中国・遼寧省)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

267 1,230
－
(－)

－ 436 1,935731

ミツバ・オート

モーティブ・シ

ステムズ・オブ

・ヨーロッパ・

ケー・エフ・

ティー

本社及び工場 

(ハンガリー・

シャルゴタルヤ

ン市)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

460 278
42

(37,000)
－ 2 782 167

ミツバ・マニュ

ファクチュアリ

ング・フランス

・エス・エー

本社及び工場  

(フランス・

ヴァンデ県)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

186 254
1

(2,980)
－ 19 461 62

ミツバ・シカル

・インディア・

リミテッド

本社及び工場  

(インド・

タミル・ナドゥ

州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

339 894
 137

(74,605)　
－ 39 1,411492

ミツバ・ド・ブ

ラジル・リミ

ターダ

本社及び工場  

(ブラジル・

アマゾナス州)

輸送用機

器関連事

業

自動車電

装部品生

産設備 

629 550
100

(52,750)
－ 137 1,418343

 

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。

なお、金額には消費税等は含みません。

２．当社の研究開発センターの中には、東日本ダイカスト工業㈱に貸与中の建物42百万円及び仕入先に対する貸

与中の金型がその他に1,880百万円が含まれております。

３．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容
年間リース料
（百万円）

当社

本社事務所

他19事業所

（群馬県桐生市他）

輸送用機器関連事業
生産設備及び情報

機器
240

㈱両毛システムズ
本社

（群馬県桐生市）
情報処理関連事業 情報機器 26

㈱タツミ

本社

他１事業所

（栃木県足利市他）

輸送用機器関連事業
生産設備及び情報

機器
204
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資計画は、今後３年間の販売予測、利益計画、資金計画を総合的に勘案し策定しております。

　輸送用機器関連事業では、原則として各会社が個別に計画を策定し、グループ全体として合理的な投資計画になるよ

う、当社が中心となり調整を行っております。

　情報処理関連事業及びその他事業においては、各会社が個別に計画を策定しております。

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は以下のとおりです。

(1）重要な設備の新設

 
 

会社名
事業所名

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
投資予定金額

資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

　提出会社

研究開発セン

ター

輸送用機器関

連事業　
研究開発設備 248 －　

自己資金、

借入金　
平成22年4月　平成23年3月　 －　　

赤城工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他　
475 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

鬼石工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
136 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

新里工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
1,201 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

利根工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
145 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

富岡工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
384 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

福島工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
73 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

新潟工場
輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
95 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

　 本社事務所　
輸送用機器関

連事業
情報機器他　 135 －　

自己資金、

借入金
平成22年4月平成23年3月 －　

　国内子会社
㈱東葉電機製

作所　

輸送用機器関

連事業

新製品向機械

他
26 0　 自己資金 平成22年3月平成22年8月 －　

 

(2) 重要な設備の改修、除却計画 

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
(平成22年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,581,809 45,581,809
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株 

計 45,581,809 45,581,809 － －

　(注)　提出日現在発行済株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

130％コールオプション条項付第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年２月16日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日現在）
提出日の前月末現在

（平成22年５月31日現在）

新株予約権付社債の残高（百万円） 6,700同左

新株予約権の数（個） 6,700同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,419,525同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,516同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年４月３日

至　平成23年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,516

資本組入額　　　　758
同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使すること

はできない。また、各本新株予

約権の一部については、行使

請求することができない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本社債と本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することはで

きない。

同左

代用払込みに関する事項　 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　
－ －
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成16年８月３日

(注)
7,369,75445,581,809 － 9,885 5,449 16,597

　(注)　平成16年８月３日付で、当社を完全親会社とし、自動車電機工業㈱を完全子会社とする株式交換を実施いたしまし

た。この株式交換に伴い、発行済株式総数7,369,754株、資本準備金が5,449百万円増加しております（自動車電機

工業㈱普通株式１株につき当社普通株式0.285株を割当）。

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 44 23 128 69 － 2,478 2,742 －

所有株式数

（単元）
－ 15,712 1,084 12,577 2,363 － 13,05244,788793,809

所有株式数の

割合（％）
－ 35.08 2.42 28.08 5.28 － 29.14 100.00 －

　(注)　１．自己株式432,352株は、「個人その他」に432単元及び「単元未満株式の状況」に352株を含めて記載しており

ます。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ17単元

及び565株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱横浜銀行

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行㈱）

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟
2,199 4.82

ミツバ取引先企業持株会 群馬県桐生市広沢町一丁目2681番地 1,964 4.30

日産自動車㈱ 神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地 1,742 3.82

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,697 3.72

日立オートモティブシステム

ズ㈱
茨城県ひたちなか市大字高場2520 1,689 3.70

本田技研工業㈱ 東京都港区南青山二丁目１番１号 1,662 3.64

㈲サンフィールド・インダス

トリー
群馬県桐生市巴町二丁目1890番地18 1,550 3.40

セコム損害保険㈱ 東京都千代田区平河町二丁目６番２号 1,343 2.94

第一生命保険(相)（常任代理

人 資産管理サービス信託銀

行㈱）

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟
1,296 2.84

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

（常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行㈱）

東京都港区浜松町ニ丁目11番３号 1,038 2.27

計 － 16,183 35.50

　(注)　上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数であります。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　432,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 44,356,000 44,356 －

単元未満株式 普通株式　　　　793,809 － －

発行済株式総数 45,581,809 － －

総株主の議決権 － 44,356 －

　(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株含まれております。また、「議決

権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数17個が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ミツバ
群馬県桐生市広沢町

一丁目2681番地
432,000 － 432,000 0.95

計 － 432,000 － 432,000 0.95

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額(円）

 当事業年度における取得自己株式 9,786 3,834,706

 当期間における取得自己株式 2,703 1,617,403

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
8,308 2,887,042 － －

保有自己株式数 432,352 －     435,055 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれておりません。

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。　
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３【配当政策】

利益配分につきましては、経営基盤の強化を図りながら、株主の皆様への安定的な利益還元を基本方針と考えて

おり、業績並びに配当性向及び当社と当社事業環境を取り巻く諸事情を総合的に勘案しながら、適正な配分を行う

よう努めてまいる所存です。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、研究開発、設備投資、

海外投資、新規事業投資などに有効に活用し、将来の成長へつなげていくことで、株主各位のご支援にお応えしてま

いる所存です。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

なお、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨

定款に定めております。

当事業年度の配当につきましては、業績が大幅に悪化し赤字計上となっておりますので、誠に遺憾ではあります

が、無配とさせていただきます。 

　

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 1,588 1,547 1,035 742 648

最低（円） 823 720 394 176 235

　(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月平成21年11月平成21年12月平成22年１月 平成22年２月 平成22年３月

最高（円） 460 413 412 450 491 648

最低（円） 389 335 366 389 369 470

　(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長
(代表取締役)

 日野　昇 昭和12年11月27日生

昭和37年４月 日立工機㈱に入社
昭和41年６月 当社に入社
昭和49年４月 品質部長
昭和51年２月 取締役に就任
昭和54年６月 常務取締役に就任
昭和56年６月 専務取締役に就任
昭和60年６月 代表取締役副社長に就任
昭和63年６月 代表取締役社長に就任
平成15年４月 アメリカン・ミツバ・コーポレー

ション代表取締役会長に就任（兼
職）、現在に至る

平成19年６月 代表取締役会長に就任、現在に至
る

(注）５ 212

取締役社長
(代表取締役)

 阿久戸　庸夫 昭和19年９月13日生

昭和46年８月 当社に入社
平成６年４月 電子技術部長
平成６年６月 取締役に就任
平成９年６月 常務取締役に就任
平成14年４月 経営企画室長
平成14年６月 専務取締役に就任
平成15年６月 代表取締役専務に就任
平成18年６月 代表取締役専務執行役員に就任
平成19年６月 代表取締役社長に就任、現在に至

る
平成20年５月 ミツバ・オートモーティブ・シス

テムズ・オブ・ヨーロッパ・ケー
・エフ・ティー代表取締役会長に
就任（兼職）、現在に至る　

(注）５ 39

取締役
専務執行役員
北米統括

河野　寿文 昭和20年10月29日生

昭和43年４月 本田技研工業㈱に入社
昭和59年４月 当社に入社
昭和63年６月 国際営業部長
昭和63年６月 取締役に就任
平成５年６月 常務取締役に就任
平成12年５月 アメリカン・ミツバ・コーポレー

ション代表取締役社長に就任（兼
職）、現在に至る

平成14年６月 専務取締役に就任
平成18年６月 取締役専務執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 305

取締役
専務執行役員
事業統括者、経
営企画担当

高原　勝男 昭和20年２月14日生

昭和43年３月 当社に入社
平成３年10月 生産技術部長
平成７年６月 取締役に就任
平成９年６月 開発支援室長
平成15年６月 自動車電機工業㈱取締役常務執行

役員に就任
平成17年４月 当社執行役員に就任
平成19年４月 常務執行役員に就任
平成19年６月 取締役常務執行役員に就任
平成22年４月 取締役専務執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 17

取締役
常務執行役員
北米担当

関根　弘之 昭和19年２月４日生

昭和44年３月 当社に入社
平成７年５月 企画室長
平成７年６月 取締役に就任
平成９年６月 国際部長
平成16年４月 事業推進室長
平成18年６月 取締役執行役員に就任
平成19年４月 取締役常務執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 14

取締役
常務執行役員
営業統括

小宮　博之 昭和22年１月31日生

昭和44年３月 当社入社
平成10年10月 事業企画室長兼第二営業部長
平成11年６月 取締役に就任
平成18年６月 取締役執行役員に就任
平成19年４月 取締役常務執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 27

取締役
常務執行役員
第一事業責任
者

木村　好正 昭和25年10月６日生

昭和48年３月 当社に入社
平成10年４月 第一開発部長
平成12年６月 取締役に就任
平成13年４月 第二開発部長
平成14年４月 品質保証部長
平成18年６月 取締役執行役員に就任
平成19年４月 取締役常務執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 17　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役相談役  日野　茂 昭和13年12月18日生

昭和36年３月 当社に入社
昭和58年６月 資材部長
昭和60年６月 取締役に就任
昭和63年６月 常務取締役に就任
平成２年４月 工程管理室長
平成３年１月 常務取締役を辞任
平成３年５月 群馬県桐生市長に就任
平成11年５月 相談役に就任
平成12年６月 常勤監査役に就任
平成22年６月 取締役相談役に就任、現在に至る　

(注）５ 254

取締役  高野　健吾 昭和32年８月10日生

昭和55年４月 ㈱横浜銀行に入行
平成12年５月 同行金融市場部証券投資室長
平成13年７月 同行町田支店上席副支店長
平成15年２月 同行統括営業本部主任調査役
平成15年７月 同行金融市場部証券投資室長
平成17年６月 同行市場営業部市場資金室長
平成18年４月 同行経営企画部ＡＬＭ担当部長
平成20年４月 同行市場営業部長
平成21年４月 同行執行役員に就任
平成21年６月 当社取締役に就任（兼職）、現在

に至る

(注）５ 0

取締役
執行役員
事業支援担当

久木　克彦 昭和20年５月６日生

昭和39年３月 当社に入社
平成11年４月 購買部長
平成12年６月 取締役に就任
平成18年６月 取締役執行役員に就任、現在に至

る

(注）５ 21

取締役
執行役員
第四事業責任
者

阿部　登 昭和23年１月30日生

昭和45年３月 当社に入社
平成12年４月 二輪・汎用営業部長
平成13年６月 取締役に就任
平成18年６月 取締役執行役員に就任、現在に至

る

(注）５ 17

取締役
執行役員
総務・人事統
括、財務担当

三田　賢一 昭和24年３月31日生

昭和47年３月 当社に入社
平成４年４月 経理部長
平成10年10月 物流部長
平成16年１月 当社執行役員に就任
平成20年６月 ㈱オフィス・アドバン代表取締役

社長に就任（兼職）、現在に至る 
平成20年６月 当社取締役執行役員に就任、現在

に至る

(注）５ 6

取締役
執行役員
調達統括

高橋　良和 昭和26年10月22日生

昭和50年４月 当社に入社
平成10年４月 開発第一部専任部長
平成13年６月 開発第二部担当部長
平成16年１月 執行役員に就任
平成20年６月 取締役執行役員に就任、現在に至

る

(注）５ 5

取締役
執行役員
生産統括

桑原　新市 昭和20年12月15日生

昭和40年３月 当社に入社
平成12年４月 鬼石工場長
平成17年４月 新里工場長
平成17年７月 執行役員に就任
平成20年６月 取締役執行役員に就任、現在に至

る

(注）５ 26

取締役
執行役員
生産担当

倉持　憲一 昭和23年５月10日生

昭和46年３月 自動車電機工業㈱に入社
平成14年５月 同社理事購買部長
平成15年６月 同社執行役員に就任
平成17年６月 同社取締役執行役員に就任
平成19年４月 当社執行役員に就任
平成19年６月 取締役執行役員に就任、現在に至

る

(注）５ 5

常勤監査役  山﨑　訓 昭和19年11月８日生

昭和42年４月 ㈱横浜銀行入行
平成８年６月 同行常務室付審議役
平成９年６月 自動車電機工業㈱監査役に就任
平成11年６月 同社取締役に就任
平成11年６月 同社総務部長
平成15年４月 同社監査役に就任
平成19年４月 当社顧問に就任
平成19年６月 常勤監査役に就任、現在に至る

(注）６ 5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  塚越　紀隆 昭和26年２月11日生

昭和51年３月 桐生瓦斯㈱入社
平成元年３月 同社代表取締役専務に就任
平成11年12月 同社代表取締役副社長に就任
平成15年３月 沼田ガス㈱代表取締役に就任（兼

職）、現在に至る
平成16年３月 桐生瓦斯㈱代表取締役社長に就

任、現在に至る
平成16年６月 当社監査役に就任（兼職）、現在

に至る
平成19年１月 ㈱ＦＭ桐生代表取締役社長に就任

（兼職）、現在に至る
平成21年３月 桐生プロパンガス㈱代表取締役社

長に就任（兼職）、現在に至る 

(注）７ 13

監査役  藤原　晃 昭和22年３月22日生
昭和47年４月 弁護士登録
平成20年６月 当社監査役に就任（兼職）、現在

に至る
(注）７ 1

    計  1,002

 

(注)　１．取締役高野健吾は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役塚越紀隆及び藤原晃は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役相談役日野茂は、代表取締役会長日野昇の実弟であります。

４．当社では、意思決定機能と業務執行機能を明確にして、経営の効率化を図ることを目的として、執行役員制度を

導入しております。なお、執行役員は取締役を兼務している11名のほか、下記の13名であります。

役名 氏名 担当

執行役員 佐々木　秀夫 第一事業副責任者

執行役員 大瀧　博行 第三事業責任者

執行役員 小山　正行 第二事業責任者

執行役員 奈良　高志 調達担当

執行役員 中山　博文 営業担当

執行役員 長瀬　裕一 技術開発担当、生産技術担当

執行役員 小林　幸治 品質保証統括、環境管理担当

執行役員 小西　潔 品質保証担当 

執行役員 飯塚　淳一
生産担当　

三葉電器（大連）有限公司総経理

執行役員 平井　良幸 総務・人事担当

執行役員 関田　茂夫 生産担当

執行役員 多田　巧

アジアエリア担当

タイサミット・ミツバ・エレクトリック・マニュファクチュアリング

・カンパニーリミテッド社長

執行役員 北田　勝義 第一事業副責任者、横浜研究開発センター担当

５．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、企業理念に基づき「喜びと安心を提供する企業」として継続的な企業

活動を行うため、株主様、投資家様、お客様、お取引先様、社会の皆様、社員からの期待に応え、信頼される企業となるこ

とを基本的な考え方としております。

社内における統制は、経営の基本方針・重要事項の決定・経営執行状況を監視する取締役会の下、役付執行役員で

構成する常務会にて業務執行にかかわる重要事項の審議・意思決定を行い、執行役員により構成されている執行役員

会にて情報の共有化を図ります。また、経営管理、事業管理、利益管理、人事管理、品質管理等の業務執行の意思決定を

担当する会議体組織より実践しております。また、監査役会は、取締役の業務執行の監査とともに執行役員からのヒア

リング、内部監査報告の確認を通じて経営の効率性及び適法性の観点から監査を行っております。

②　企業統治の体制を採用する理由

イ　会社の機関の基本説明

当社は、経営判断を迅速、適切に行えるよう、取締役会、監査役制度に加え、業務執行権限を経営会議等の会議体

に委譲しており、業務を実行する機能組織（部・課・プロジェクト）とマトリックス構造となっております。平

成16年１月より執行役員制度を導入しガバナンスの強化と経営の効率化を推進しております。また、社外取締役

１名、社外監査役２名が就任しております。また、平成17年４月からは、グループ内の輸送用機器関連事業で、事業

戦略の効果的・効率的な実践と結果責任の明確化を図るために事業責任者制を導入いたしました。

ロ　会社の機関・内部統制の関係

（組織）
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（経営・業務執行の体制）

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムは、全社会議体のマネジメントシステムで構成されており、毎月開催される取締役会に

おいて、経営の基本方針及びその他の重要事項を決定するとともに、業務執行の監督を行っております。また業務

執行に関する協議・決定には、毎月開催される事業運営に関する協議・決定を行う会議体、利益計画のモニタリ

ング・コントロールを行う会議体、人事に関する審議・決定を行う会議体、及び役付執行役員で構成する常務会

において、当社の業務執行に関する緊急かつ重要事項の決定を行うとともに各機能担当役員及び事業責任者から

業務執行に関する主要な報告を受けております。なお、全社会議及び常務会には取締役、執行役員及び監査役が出

席しコンプライアンスの徹底を図っております。

平成18年４月より業務執行より独立した内部監査部門として監査室を設置し、業務執行の有効性、合理性及び

遵法の視点から内部統制システムをモニタリングする体制を整えました。

また、関係会社を含めたコーポレートガバナンスの一層の充実を図るため、各関係会社に対して担当役員を派

遣し経営及び執行面からのガバナンスを行っております。
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イ　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、監査室を置き、経営方針、計画、手続きの妥当性や、業務諸活動の有効性、合理性の監査及び

子会社監査を実施しております。その任にあたる監査体制は、専従者３名と、必要に応じた専門分野からの監査要

員を組み入れて監査をしております。また、その他に専門分野における監査として、品質保証部が主管する内部品

質監査、経営企画部が主管する情報システム監査、環境管理室が主管する内部環境監査を定期的に実施しその目

的を果たしております。

当社の監査役は、社内監査役１名、社外監査役２名、計３名にて監査役会を構成しております。期初に設定する

監査方針・計画・分担に沿ってそれぞれの監査業務を遂行しております。また定期的（６回／年）に開催する監

査役会において、監査に関する情報及び意見の交換を行い、効果的監査意見の醸成に努めております。加えて、グ

ループ経営の合法・妥当の見地からは、主要な子会社の監査役を招集してのグループ監査役会を開催し、日常の

監査情報、意見の交換に努め、必要に応じた実地確認を実施しております。

監査役監査、会計監査人監査、内部監査の連携は、監査方針のすりあわせをはじめ、期中で設ける監査講評会

（約10回／年）での連携や、半期毎の監査意見の交換を実施し、各様の監査が合理的・効果的にその任を果たせ

るべく努めております。

ロ　会計監査の状況

当社の会計監査については、新宿監査法人を選任しております。業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務

執行社員田中信行氏、指定社員・業務執行社員壬生米秋氏及び橋本実氏であります。当社の会計監査業務に係る

補助者は、公認会計士８名、会計士補等５名、その他２名であります。

④　社外取締役及び社外監査役との関係

当社社外取締役高野健吾は、株式会社横浜銀行の執行役員としての豊富な経験と優れた見識があり、当社経営

陣の意思決定内容及びそのプロセスに対し、客観的な助言できることから、独立性の有無の関わらず、当社の社外

取締役として選任しております。また、当社社外監査役藤原晃は当社の顧問弁護士であり、法律家の観点から、監

査体制の強化を図るために当社の社外監査役として選任しております。当社社外監査役塚越紀隆は桐生瓦斯㈱の

代表取締役であり、経営者として豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくため、独立性の有無

に関わらず、当社の監査役として選任しております。

社外取締役高野健吾及び社外監査役藤原晃と当社との利害関係はございません。また、社外監査役塚越紀隆は

桐生瓦斯㈱の代表取締役に就任していますが、同社と当社はガス需給契約を締結しております。

⑤　リスク管理体制の整備の状況

　　　　　当社は、当社の企業理念を実践することによってCSRを達成することとし、ミツバブランドを向上させるため、コンプ

ライアンス活動及びリスクマネジメント活動を進めてまいります。CSR活動全体をまとめるために、当社代表取締

役会長が議長を務める「CSR会議」を設置し、その下に当社にて発生しうるあらゆる損失危機を扱う組織として

「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社代表取締役社長が議長を務めます。

　生産上のリスクを扱う組織として「サプライチェーンリスク分科会」を設置し、生産・調達・物流等の領域で

商品品質保証・安定供給・防災の観点からリスクを洗い出し、対策の指示、監査又は改善の指示等、必要とされる

管理を実施いたします。

　一方、生産リスク以外に発生しうる損失危機を扱う組織としては「コンプライアンス分科会」を設置し、グルー

プ各社を対象とした諸施策を展開いたします。

  加えて、当社の情報の保存及び管理に関する体制については、取締役会議事録等、取締役の職務の執行に係る情

報の管理は法令及び当社の社内規定に基づき、情報並びに文書等の保存を行ないます。当社経営企画担当役員を

情報取扱責任者に任命するとともに、2008年１月にISO/IEC27001:2005情報セキュリティマネジメントシステム

の認証を取得し、情報セキュリティレベルの更なる向上を図ってまいります。また、個人情報保護及び文書の保存

等については、関連する法令並びに個人情報保護基本規定及び文書管理規定等社内規定により、適切に管理して

まいります。
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⑥　役員報酬及び監査報酬の内容

　イ　役員報酬　

区分
報酬等の総額
（百万円）　

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）　

基本報酬
ストック
オプション　

賞与 退職慰労金

　取締役
 （社外取締役を除く。）　

62 　 62 　 － 　 － 　 － 　 15 　

　監査役
 （社外監査役を除く。）　

20 　  20 　 － 　 － 　 － 　 2 　

　社外役員 11 　 10 　 － 　 － 　 0 　 4 　

　ロ　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役及び監査役の報酬については、株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの報酬総

額の最高限度額を決定しております。各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が当社の定める

一定の基準に基づき決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定いたします。

取締役の報酬については、職務に基づき支給される固定の月額報酬と、経営業績の達成度によって変動する業

績連動報酬で構成しております。なお、社外取締役については、固定の月額報酬のみとしております。

監査役の報酬については、その職務に鑑み、固定報酬である月額報酬のみとしております。

⑦　特別取締役による取締役会の決議制度の内容 

当社は、会社法第362条第４項第１号及び第２号に掲げる事項の取締役会の決議については、あらかじめ選定し

た取締役のうち、議決に加わることができる者の過半数が出席し、その過半数をもって行うことができる旨定款

に定めております。 

⑧　取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。 

⑨　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

⑩　追加情報

イ　取締役の選任

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数によって選任する旨定款に定めております。

なお、取締役の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。

ロ　責任免除

当社は、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）が期待される役　　

割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める

要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除する

ことができる旨定款に定めております。

EDINET提出書類

株式会社ミツバ(E02205)

有価証券報告書

 35/126



⑪　株式の保有状況

イ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　75銘柄 12,800百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

　本田技研工業㈱ 2,122,402  　 7,003  　　取引先企業との関係維持のため

　㈱横浜銀行 2,854,656  　 1,307  　　取引先金融機関との関係維持のため

　日産自動車㈱ 1,107,036  　 886  　　取引先企業との関係維持のため

　㈱みずほフィナンシャルグループ 932,960  　 580  　　取引先金融機関との関係維持のため

　㈱タチエス 332,000  　 337  　　取引先企業との関係維持のため

　住友不動産㈱ 188,000  　 334  　　取引先企業との関係維持のため

　㈱群馬銀行 395,900  　 204  　　取引先金融機関との関係維持のため

　㈱ユニバンス 612,200  　 162  　　取引先企業との関係維持のため

　みずほ証券㈱ 501,119  　 148  　　取引先金融機関との関係維持のため

　三菱鉛筆㈱ 100,000  　 138  　　取引先企業との関係維持のため

　㈱東和銀行 2,107,326  　 134  　　取引先金融機関との関係維持のため

　㈱エフテック 84,000  　 121  　　取引先企業との関係維持のため

　トヨタ自動車㈱ 32,300  　 120  　　取引先企業との関係維持のため

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 36 － 35 －

連結子会社 27 － 27 －

計 63 － 62 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、監査業務等の内容を総合的に勘

案した上で、監査役会の同意を得て決定することとしております。 
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第５【経理の状況】

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平

成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務

諸表について、新宿監査法人により監査を受けております。

財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

  当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計監査法人等

が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,693 24,434

受取手形及び売掛金 30,767 38,585

有価証券 1,460 1,040

商品及び製品 6,703 7,828

仕掛品 3,502 2,903

原材料及び貯蔵品 11,882 11,189

繰延税金資産 3,303 510

その他 7,698 7,087

貸倒引当金 △310 △417

流動資産合計 85,701 93,163

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 52,616 52,968

減価償却累計額 △34,295 △35,443

建物及び構築物（純額） 18,320 17,525

機械装置及び運搬具 95,791 97,573

減価償却累計額 △71,752 △76,185

機械装置及び運搬具（純額） 24,039 21,387

工具、器具及び備品 48,013 47,505

減価償却累計額 △44,110 △44,273

工具、器具及び備品（純額） 3,902 3,231

土地 5,704 5,835

リース資産 2,132 3,538

減価償却累計額 △531 △1,825

リース資産（純額） 1,600 1,712

建設仮勘定 3,119 1,581

有形固定資産合計 注２
 56,686

注２，注３
 51,274

無形固定資産

その他 2,430 3,404

無形固定資産合計 2,430 3,404

投資その他の資産

投資有価証券 注１，注２
 16,096

注１，注２
 20,454

長期貸付金 557 388

繰延税金資産 340 256

長期前払費用 9,755 8,562

その他 1,664 1,448

貸倒引当金 △56 △54

投資その他の資産合計 28,359 31,056

固定資産合計 87,476 85,734

資産合計 173,177 178,897
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,040 18,444

短期借入金 注２
 49,805

注２
 42,718

1年内償還予定の社債 10 310

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 6,700

リース債務 1,020 1,396

未払金 12,415 16,434

未払費用 820 1,168

未払法人税等 518 870

繰延税金負債 11 113

引当金

賞与引当金 2,710 2,218

製品保証引当金 2,788 1,725

事業構造改善引当金 529 －

受注損失引当金 0 2

引当金計 6,029 3,945

その他 831 1,027

流動負債合計 86,503 93,129

固定負債

社債 610 300

新株予約権付社債 6,731 －

長期借入金 注２
 31,850

注２
 36,582

リース債務 705 789

繰延税金負債 4,906 5,897

退職給付引当金 581 642

役員退職慰労引当金 614 109

負ののれん 132 7

その他 84 578

固定負債合計 46,215 44,907

負債合計 132,719 138,037

純資産の部

株主資本

資本金 9,885 9,885

資本剰余金 15,718 15,718

利益剰余金 13,415 10,163

自己株式 △338 △335

株主資本合計 38,681 35,432

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,505 3,653

為替換算調整勘定 △7,132 △6,226

評価・換算差額等合計 △5,627 △2,572

少数株主持分 7,404 8,000

純資産合計 40,458 40,860

負債純資産合計 173,177 178,897
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 209,973 175,522

売上原価 注１，注３
 194,406

注１，注３
 154,024

売上総利益 15,566 21,498

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 注２，注３
 23,067

注２，注３
 19,321

営業利益又は営業損失（△） △7,500 2,176

営業外収益

受取利息 230 162

受取配当金 472 191

賃貸料 377 388

負ののれん償却額 241 124

持分法による投資利益 599 487

その他 1,048 1,047

営業外収益合計 2,968 2,401

営業外費用

支払利息 1,195 1,329

賃貸料原価 374 431

為替差損 2,881 －

シンジケートローン手数料 177 －

その他 574 943

営業外費用合計 5,204 2,703

経常利益又は経常損失（△） △9,736 1,874

特別利益

前期損益修正益 79 362

固定資産売却益 注４
 78

注４
 22

貸倒引当金戻入額 26 －

製品保証引当金戻入額 78 467

賞与引当金戻入額 － 1,255

受取保険金 － 300

その他 69 223

特別利益合計 333 2,630
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別損失

前期損益修正損 53 493

固定資産売却損 注５
 18

注５
 48

固定資産除却損 注６
 334

注６
 178

減損損失 注７
 65

注７
 455

投資有価証券評価損 2,287 181

製品保証引当金繰入額 1,255 185

事業構造改善引当金繰入額 529 －

割増退職金 － 512

その他 注８
 962

注８
 871

特別損失合計 5,505 2,926

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△14,908 1,579

法人税、住民税及び事業税 1,745 1,897

過年度法人税等 44 △106

法人税等調整額 1,295 2,295

法人税等合計 3,085 4,087

少数株主利益 382 739

当期純損失（△） △18,376 △3,247
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,885 9,885

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,885 9,885

資本剰余金

前期末残高 15,718 15,718

当期変動額

自己株式の処分 － △3

自己株式処分差損の振替 － 3

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,718 15,718

利益剰余金

前期末残高 30,960 13,415

当期変動額

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △18,376 △3,247

連結範囲の変動 1,103 －

自己株式処分差損の振替 － △3

当期変動額合計 △17,545 △3,251

当期末残高 13,415 10,163

自己株式

前期末残高 △266 △338

当期変動額

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 6

当期変動額合計 △71 2

当期末残高 △338 △335

株主資本合計

前期末残高 56,298 38,681

当期変動額

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △18,376 △3,247

連結範囲の変動 1,103 －

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 2

自己株式処分差損の振替 － －

当期変動額合計 △17,617 △3,248

当期末残高 38,681 35,432

EDINET提出書類

株式会社ミツバ(E02205)

有価証券報告書

 42/126



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,673 1,505

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,168 2,148

当期変動額合計 △1,168 2,148

当期末残高 1,505 3,653

為替換算調整勘定

前期末残高 49 △7,132

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△7,181 905

当期変動額合計 △7,181 905

当期末残高 △7,132 △6,226

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,722 △5,627

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,350 3,054

当期変動額合計 △8,350 3,054

当期末残高 △5,627 △2,572

少数株主持分

前期末残高 8,308 7,404

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △903 596

当期変動額合計 △903 596

当期末残高 7,404 8,000

純資産合計

前期末残高 67,328 40,458

当期変動額

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △18,376 △3,247

連結範囲の変動 1,103 －

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 2

自己株式処分差損の振替 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,253 3,650

当期変動額合計 △26,870 401

当期末残高 40,458 40,860
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△14,908 1,579

減価償却費 14,680 12,637

減損損失 65 455

固定資産除却損 334 178

投資有価証券評価損益（△は益） 2,287 181

投資有価証券売却損益（△は益） 25 △0

有価証券売却損益（△は益） △15 △0

負ののれん償却額 △241 △124

持分法による投資損益（△は益） △599 △487

貸倒引当金の増減額（△は減少） 194 106

退職給付引当金の増減額（△は減少） 87 30

賞与引当金の増減額（△は減少） △20 △536

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,115 △1,063

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △61 26

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 529 △529

受取利息及び受取配当金 △703 △354

支払利息 1,195 1,329

固定資産売却損益（△は益） △17 25

売上債権の増減額（△は増加） 7,080 △7,108

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,256 859

前払年金費用の増減額（△は増加） 213 1,379

その他の資産の増減額（△は増加） 323 119

仕入債務の増減額（△は減少） 100 2,862

未払金の増減額（△は減少） △5,967 3,533

未払消費税等の増減額（△は減少） △84 48

その他の負債の増減額（△は減少） 1,265 1,497

小計 4,625 16,648

利息及び配当金の受取額 3,217 917

利息の支払額 △1,310 △1,356

法人税等の支払額 △1,919 △1,499

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,612 14,709
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △81 △12

定期預金の払戻による収入 274 119

有価証券の取得による支出 △540 △130

有価証券の売却による収入 264 436

有形固定資産の取得による支出 △13,345 △7,235

有形固定資産の売却による収入 880 1,017

無形固定資産の取得による支出 △477 △1,826

投資有価証券の取得による支出 △2,139 △1,107

投資有価証券の売却による収入 648 342

貸付けによる支出 △2,174 △121

貸付金の回収による収入 1,027 301

その他 148 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,515 △8,230

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 17,823 △1,810

長期借入れによる収入 15,897 7,405

長期借入金の返済による支出 △9,721 △7,327

リース債務の返済による支出 △555 △1,368

社債の償還による支出 △3,848 △31

配当金の支払額 △271 －

少数株主への配当金の支払額 △625 △373

その他 △71 75

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,627 △3,430

現金及び現金同等物に係る換算差額 △798 178

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,925 3,226

現金及び現金同等物の期首残高 12,834 20,327

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 568 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 20,327

※
 23,553
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【連結キャッシュ・フロー計算書の欄外注記】

　（注）　フリー・キャッシュ・フローは5,273百万円のプラスで、以下の計算式を使っております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）－（設備投資額）－（配当金支払額）
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　34社

主要な連結子会社名は、「第１企業の概

況　４．関係会社の状況」に記載している

ため、省略しております。

ミツバ・シカル・インディア・リミ

テッド、ミツバ・ド・ブラジル・リミター

ダは重要性が増加したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めることといたし

ました。

(1)連結子会社の数　　32社

主要な連結子会社名は、「第１企業の概

況　４．関係会社の状況」に記載している

ため、省略しております。

当連結会計年度において連結子会社ミ

ツバ・フィリピンズ・コーポレーション

が、連結子会社ミツバ・マニュファクチュ

アリング・フィリピンズ・コーポレー

ション及び連結子会社ミツバ・マニュ

ファクチュアリング・バタンガス・コー

ポレーションを吸収合併したため、連結子

会社が２社減少しております。

 (2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

三葉電機（青島）有限公司

パルテス・デ・プレシシオン・ミツバ

・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー

・ブイ

(2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

三興電気㈱

パルテス・デ・プレシシオン・ミツバ

・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー

・ブイ

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社の総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等はいずれも小規

模であり全体としても連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1)持分法適用の関連会社数　　２社

㈱ミツバ・ウオルブロー

タイサミット・ミツバ・エレクトリッ

ク・マニュファクチュアリング・カン

パニーリミテッド

(1)持分法適用の関連会社数　　２社

㈱ミツバ・ウオルブロー

タイサミット・ミツバ・エレクトリッ

ク・マニュファクチュアリング・カン

パニーリミテッド

 (2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社

三葉電機（青島）有限公司

パルテス・デ・プレシシオン・ミツバ

・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー

・ブイ

(2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社

三興電気㈱

パルテス・デ・プレシシオン・ミツバ

・デ・メヒコ・エス・エー・デ・シー

・ブイ

 (3)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社については、これらの当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないためこれらの会社に対する投

資については持分法を適用せず、原価法

により評価しております。

(3)　　　　　　同左

 (4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決

算日と異なる会社については、当該会社

の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

(4)　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち在外子会社の決算日

は平成20年12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、平成21年１月１日から連結決算日

平成21年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

連結子会社のうち在外子会社の決算日

は平成21年12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、平成22年１月１日から連結決算日

平成22年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

①有価証券

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

主として移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

 ③たな卸資産

(イ)製品・商品・仕掛品

輸送用機器関連事業のうち、当社及び

国内連結子会社は主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を、在外子会社は、主として総

平均法による低価法を採用しておりま

す。

また、情報処理関連事業においては、

主として個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）で評価して

おります。

③たな卸資産

(イ)製品・商品・仕掛品

輸送用機器関連事業のうち、当社及び

国内連結子会社は主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を、在外子会社は、主として総

平均法による低価法を採用しておりま

す。

また、情報処理関連事業においては、

主として個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）で評価して

おります。

 (ロ)原材料

当社及び国内連結子会社は主として

総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を、在外子会社は、

主として総平均法による低価法を採用

しております。

(ロ)原材料

当社及び国内連結子会社は主として

総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を、在外子会社は、

主として総平均法による低価法を採用

しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (ハ)貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(ハ)貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

 (会計方針の変更)

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。

　これにより、営業損失及び経常損失が

1,077百万円、税金等調整前当期純損失

が、1,196百万円増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び主要な子会社は、定率法を採用

しております。

　ただし、当社及び国内連結子会社につい

ては、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

　また、一部の在外子会社は、定額法を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物……………15～35年

機械装置及び運搬具………４～10年

①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び主要な子会社は、定率法を採用

しております。

　ただし、当社及び国内連結子会社につい

ては、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

　また、一部の在外子会社は、定額法を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物……………15～35年

機械装置及び運搬具………４～10年

 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社の機械装置につ

いては、従来、耐用年数を12年としており

ましたが、当連結会計年度より９年に変更

しております。

　これは、平成20年度の税制改正を契機に

耐用年数を見直したことによるものです。

 

　これにより営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失がそれぞれ677百万円

増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

　

 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用ソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ③リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

③リース資産

同左 

(3)重要な引当金の計上基準①貸倒引当金

　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒

れによる損失に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。

②賞与引当金

同左

 ③役員賞与引当金 

　当社及び一部の国内連結子会社は役員賞

与の支出に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額に基づき計上しており

ます。なお、当連結会計年度末における残

高はありません。

③役員賞与引当金 

同左

 ④製品保証引当金

  製品の返品による交換費用に備えるた

め、過去３年間の平均返品率に基づき計上

しております。

　また、発生額を個別に見積ることができ

る費用についてはその見積額を計上して

おります。

④製品保証引当金

同左  

 ⑤事業構造改善引当金

　事業構造改善の実施に伴い、発生するこ

とが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しております。  

⑤事業構造改善引当金

　事業構造改善の実施に伴い、発生するこ

とが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しております。な

お、当連結会計年度末における残高はあり

ません。  

 ⑥受注損失引当金

　ソフトウエアの受注契約に係る将来の損

失に備えるため、連結会計年度末時点で将

来の損失額を合理的に見積もることが可

能なものについて、翌連結会計年度以降に

発生が見込まれる損失額を当連結会計年

度から計上しております。 

　なお、これに伴う営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失に与える影響は

軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

⑥受注損失引当金

　ソフトウエアの受注契約に係る将来の損

失に備えるため、連結会計年度末時点で将

来の損失額を合理的に見積もることが可

能なものについて、翌連結会計年度以降に

発生が見込まれる損失額を計上しており

ます。 
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ⑦退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。ただし、当社及び一部の連結子会社で

は、年金資産の見込額が退職給付債務を上

回っているため、当該金額を前払年金費用

として、投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ、

発生の翌連結会計年度から費用処理して

おります。

　また、過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。

⑦退職給付引当金

同左

 　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響

はありません。　

 ⑧役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。

⑧役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、

国内連結子会社の一部は内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

（追加情報）

　当社は、平成21年６月26日開催の定時株

主総会終結の時をもって役員退職慰労金

制度を廃止し、制度廃止時の要支給額を打

ち切り支給することといたしました。

　これに伴い、役員退職慰労引当金を全額

取崩し、打ち切り支給に伴う未払額531百

万円を固定負債の「その他」に含めて表

示しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4)重要な収益及び費用の計

上基準

①　　　　　　──── ①受注制作のソフトウエアに係る収益及

び費用の計上基準

(イ)当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる開発案

件

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）

(ロ)その他の開発案件

　工事完成基準

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号　平成19年12月27日）を適用

し、当連結会計年度に着手したソフトウエ

ア開発案件から、当連結会計年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認めら

れる案件については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の案件については工事完成基準を適用

しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響

はありません。 

　 ②　　　　　　──── ②収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の

計上基準

　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ

配分する方法によっております。 

(5)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含めて計上

しております。　　　　　　

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(6)重要なヘッジ会計の方法①ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。な

お、振当処理の要件を満たす為替予約等に

ついては、振当処理を行っております。ま

た、特例処理の要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を採用しておりま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引、通貨オプション取引、商

品スワップ取引、金利スワップ取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

外貨建売上債権及び外貨建仕入債務、原

材料仕入、借入金

ヘッジ対象

同左

 ③ヘッジ方針

通常の営業過程における輸出入取引の

為替相場の変動リスク、材料購入取引にお

ける価格変動リスク及び借入金の金利変

動リスクを回避する目的で、それぞれ為替

予約又は通貨オプション、商品スワップ及

び金利スワップ取引を行っております。 

③ヘッジ方針

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動の累計額とヘッジ対

象の変動の累計額との比率を比較して、有

効性を判断しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

①消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

①消費税等の会計処理

同左

 ②収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の

計上基準

　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ

配分する方法によっております。 

②　　　　　　────

　

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行ってお

ります。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還期限の到

来する有価証券等からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用

しております。　

　これに伴う、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響は軽微であります。

  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しておりま

す。なお、これによる損益へ与える影響はありません。

────

  

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

────
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「た

な卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」は、それぞれ7,621百万円、3,582百万円、

11,139百万円であります。

────

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで「販売費及び一般管理費」は、「販売

費」「一般管理費」に区分して表示しておりましたが、当

連結会計年度より、一括して表示する方法に変更いたしま

した。

　なお、当連結会計年度における「販売費」は10,681百万

円、「一般管理費」は12,386百万であります。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「割増退職金」は、特別損失総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記するこ

ととしました。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる「割増退職

金」は、178百万円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

（注１）非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。

（注１）非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券 5,707百万円 投資有価証券 6,416百万円

（うち、共同支配企業に対する投資金額　   354百万円）（うち、共同支配企業に対する投資金額 1,581百万円）

（注２）担保に供している資産は次のとおりであります。 （注２）担保に供している資産は次のとおりであります。
担保資産 担保資産に対する債務

種類
期末簿価
（百万円）

担保権の種
類

内容
期末残高
（百万円）

建物及び
構築物

1,930

工場財団

短期借入金 3,012

機械装置
及び運搬具

2,077 長期借入金 2,122

工具器具
及び備品

8      

土地 825   
小計 4,843 － － 5,135

建物及び
構築物

1,238
抵当権

短期借入金 5,481

土地 651 長期借入金 776
投資有価証券
 

4,378      

小計 6,268 － － 6,257
合計 11,111 － － 11,393

担保資産 担保資産に対する債務

種類
期末簿価
（百万円）

担保権の種
類

内容
期末残高
（百万円）

建物及び
構築物

1,228

工場財団

短期借入金 176

機械装置
及び運搬具

1,574 長期借入金 3,492

工具器具
及び備品

6      

土地 688   
小計 3,497 － － 3,669

建物及び
構築物

1,506
　

短期借入金 7,331

機械装置
及び運搬具

894 長期借入金 1,207

工具器具
及び備品

39抵当権 　     

土地 879　 　     
投資有価証券
 

4,330      

小計 7,650 － － 8,539
合計 11,148 － － 12,208

　（３）　　　　　　　　────　 （注３）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

　

(４）保証債務等

　連結子会社以外の会社の、金融機関からの借入等に

対し、債務保証を行っております。

(４）保証債務等

　連結子会社以外の会社の、金融機関からの借入等に

対し、債務保証を行っております。

ミツバ・フィリピンズ・テクニ

カル・センター・コーポレー

ション

6百万円

パルテス・デ・プレシシオン・

ミツバ・デ・メヒコ・エス・

エー・デ・シー・ブイ

250百万円

（2.5百万ＵＳド

ル） 

㈱宮崎ミツバ 374百万円

計 630百万円

ミツバ・フィリピンズ・テクニ

カル・センター・コーポレー

ション

1百万円

パルテス・デ・プレシシオン・

ミツバ・デ・メヒコ・エス・

エー・デ・シー・ブイ

122百万円

（1.3百万ＵＳド

ル） 

ピーティー・ジデコ・インドネ

シア

46百万円

（0.5百万ＵＳド

ル） 

三葉士林電機（武漢）有限公司
6百万円

（0.5百万元）

㈱宮崎ミツバ 360百万円

計 537百万円

　上記の内、外貨建保証債務等は、決算日の為替相場

により円換算しております。

　上記の内、外貨建保証債務等は、決算日の為替相場

により円換算しております。
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前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

（５）当社及び連結子会社11社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座貸越契

約を締結しております。また、当社においては、貸出

コミットメント契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

（５）当社及び連結子会社11社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契

約を締結しております。また、当社においては、貸出

コミットメント契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額

44,480百万円

借入実行額 32,872百万円

差引額 11,608百万円

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額

45,997百万円

借入実行額 30,614百万円

差引額 15,382百万円

（６）当社は、平成19年７月27日付（長期借入金50億

円）、平成20年３月25日付（長期借入金35億円）、平

成20年９月26日付（長期借入金85億円）及び平成19

年９月28日付（コミットメントライン契約200億

円）のシンジケートローン契約を締結しており、下

記の財務制限条項が付されております。

　　①各年度の決算期末日において、連結貸借対照表及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、平

成21年３月期末の金額の75％以上に維持すること。

　　②各年度の決算期末日において、連結損益計算書及び

単体の損益計算書上の経常利益につき２期連続して

損失を計上しないこと。 

（６）　　　　　　　　　同左
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（注１）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　1,077百万円

（注１）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価替によるたな卸

評価損の戻りが売上原価に含まれております。　　　

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　703百万円

（注２）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

（注２）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 ①　役員報酬・給料・賞与 5,951百万円

 ②　運搬費保管料 5,996百万円

 ③　設備費 2,520百万円

 ④　製品保証引当金繰入額 536百万円

 ⑤　賞与引当金繰入額 278百万円

 ⑥　退職給付引当金繰入額 215百万円

 ⑦　役員退職引当金繰入額 103百万円

 ①　役員報酬・給料・賞与 4,848百万円

 ②　運搬費保管料 4,423百万円

 ③　設備費 2,074百万円

 ④　製品保証引当金繰入額 349百万円

 ⑤　賞与引当金繰入額 216百万円

 ⑥　退職給付引当金繰入額 340百万円

 ⑦　役員退職引当金繰入額 38百万円

（注３）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　　　　 　　729百万円

（注３）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　　　　 　　557百万円

（注４）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 （注４）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 23百万円

工具器具及び備品 13百万円

土地 41百万円

計 78百万円

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 19百万円

工具器具及び備品 1百万円

土地 1百万円

計 22百万円

（注５）固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 （注５）固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 18百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 18百万円

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 47百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 48百万円

（注６）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 （注６）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 110百万円

機械装置及び運搬具 165百万円

工具器具及び備品 42百万円

無形固定資産 16百万円

計 334百万円

建物及び構築物 56百万円

機械装置及び運搬具 82百万円

工具器具及び備品 35百万円

無形固定資産 2百万円

計 178百万円
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（注７）減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。

（注７）減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額 

群馬県みどり市 事業用資産 機械及び装置  8百万円

群馬県藤岡市 事業用資産 機械及び装置等  18百万円

新潟県南魚沼市 事業用資産 機械及び装置  13百万円

静岡県菊川市 事業用資産 機械及び装置等 9百万円

群馬県みどり市 遊休資産 機械及び装置  14百万円

合計 － － 65百万円

場所 用途 種類 金額 

福島県田村市 事業用資産 土地  57百万円

新潟県南魚沼市 事業用資産 土地  1百万円

長野県上伊那郡 処分予定資産 建物及び構築物  9百万円

神奈川県横浜市 処分予定資産
建物及び構築物　

機械及び装置等　

80百万円

0百万円

静岡県菊川市 処分予定資産
建物及び構築物

機械及び装置等

135百万円

19百万円

群馬県高崎市 事業用資産 機械及び装置等 75百万円　

群馬県太田市 処分予定資産

建物及び構築物

工具器具及び備品

ソフトウエア　

5百万円

1百万円

0百万円　

群馬県桐生市 パッケージ ソフトウエア 3百万円

群馬県みどり市 遊休資産 機械及び装置 3百万円

群馬県太田市 事業用資産

建物及び構築物

機械及び装置

工具器具及び備品

無形固定資産　

0百万円

0百万円

0百万円

0百万円　

群馬県伊勢崎市 事業用資産

建物及び構築物

機械及び装置

工具器具及び備品

等

無形固定資産　

47百万円

0百万円

0百万円

　

0百万円　

栃木県宇都宮市 事業用資産

建物及び構築物

機械及び装置

工具器具及び備品

無形固定資産　

11百万円

0百万円

0百万円

0百万円　

合計 － － 455百万円

　当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎として

資産のグルーピングを行い、共用資産及び遊休資産につ

いては、個々の資産単位で資産のグルーピングを行って

おります。

　事業用資産については、市場の需要が変化し稼動が著し

く低下したことにより、回収可能価額が帳簿価額を下

回っているため、減損損失を計上しました。遊休資産につ

いては、遊休状態にあり、回収可能価額が帳簿価額を下

回っているため、減損損失を計上しました。

　当連結会計年度において、減損損失65百万円を特別損失

に計上しております。

  なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、機械装置等については帳簿価格を備忘価格まで減額

しております。

　当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎として

資産のグルーピングを行い、共用資産及び遊休資産につ

いては、個々の資産単位で資産のグルーピングを行って

おります。

　事業用資産のうち土地については、地価が著しく低下し

たため、その他については市場の需要が変化し稼動が著

しく低下したことにより、回収可能価額が帳簿価額を下

回っているため、減損損失を計上しました。処分予定資産

及びパッケージについては、回収可能価額が帳簿価額を

下回っているため、減損損失を計上しました。

　当連結会計年度において、減損損失455百万円を特別損

失に計上しております。

  なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、帳簿価格を備忘価格まで減額しております。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（注８）その他の内訳は次のとおりであります。　　　　 （注８）その他の内訳は次のとおりであります。　　　　

貸倒引当金繰入 257百万円

早期割増退職金 178百万円

子会社清算損 165百万円

たな卸資産評価損 118百万円

その他 241百万円

計 962百万円

事務所移転費 159百万円

製品補償費用 80百万円

貯蔵品除却損 66百万円

年金脱退運用補填費用 61百万円

子会社移管費用 54百万円

その他 449百万円

計 871百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 45,581 － － 45,581

合計 45,581 － － 45,581

自己株式     

普通株式　（注） 301 129 － 430

合計 301 129 － 430

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加129千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月９日

取締役会
普通株式 271 6 平成20年３月31日平成20年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　平成21年５月13日開催の取締役会において無配と決議いたしましたので該当事項はありません。  

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 45,581 － － 45,581

合計 45,581 － － 45,581

自己株式     

普通株式　（注） 430 9 8 432

合計 430 9 8 432

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、自己株式の株

数の減少８千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

　該当当事項はありません。  
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 20,693百万円

有価証券勘定 1,460百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,418百万円

価値変動のリスクのある有価証券等 △407百万円

現金及び現金同等物 20,327百万円

現金及び預金勘定 24,434百万円

有価証券勘定 1,040百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,311百万円

価値変動のリスクのある有価証券等 △608百万円

現金及び現金同等物 23,553百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引）

１．借主側 

（リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引）

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

2,873 1,349 1,523

工具器具及び備
品

2,994 2,096 898

無形固定資産の
その他

466 254 211

合計 6,335 3,701 2,633

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

2,259 1,011 1,247

工具器具及び備
品

1,762 1,322 439

無形固定資産の
その他

396 276 119

合計 4,417 2,611 1,806

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内  822百万円

１年超 1,890百万円

合計  2,713百万円

１年内  553百万円

１年超 1,286百万円

合計  1,839百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料   1,142百万円

減価償却費相当額 1,012百万円

支払利息相当額 95百万円

支払リース料   886百万円

減価償却費相当額 788百万円

支払利息相当額 67百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年内 73百万円

１年超 267百万円

合計 340百万円

１年内 72百万円

１年超 218百万円

合計 291百万円
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３．貸主側

　　未経過リース料期末残高相当額

３．貸主側

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 462百万円

１年超 449百万円

合計 912百万円

１年内 256百万円

１年超 188百万円

合計 444百万円

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。

　　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件で第

三者にリースしておりますので、ほぼ同額の残高が上

記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ております。

（注）　　　　 　   　同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

（ファイナンス・リース取引）

１．借主側

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

 　 輸送用機器関連事業における生産設備等（工具器具及

び備品）及び情報処理関連事業における事務設備（工具

器具及び備品）であります。

　・無形固定資産

　　情報処理関連事業における業務用ソフトウェアでありま

す。　

②リース資産の減価償却方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.

会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

（ファイナンス・リース取引）

１．借主側

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

 　 輸送用機器関連事業における生産設備等（工具器具及

び備品）及び情報処理関連事業における事務設備（工具

器具及び備品）であります。

　・無形固定資産

　　情報処理関連事業における業務用ソフトウェアでありま

す。　

②リース資産の減価償却方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.

会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．貸主側

　　(1)リース投資資産の内訳

　　流動資産

２．貸主側

　　(1)リース投資資産の内訳

　　流動資産

リース料債権部分 73百万円

受取利息相当額 △6百万円

リース投資資産 67百万円

リース料債権部分 386百万円

受取利息相当額 △31百万円

リース投資資産 354百万円

３．リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日

後の回収予定額

　　　流動資産 

３．リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日

後の回収予定額

　　　流動資産 

 リース投資資産

１年以内 17百万円

１年超２年以内 17百万円

２年超３年以内 16百万円

３年超４年以内 15百万円

４年超５年以内 6百万円

５年超 －百万円

 リース投資資産

１年以内 94百万円

１年超２年以内 92百万円

２年超３年以内 87百万円

３年超４年以内 71百万円

４年超５年以内 39百万円

５年超 －百万円
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

  当社グループは、主に輸送用機器販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行

借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転

資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。　

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を

展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則とし

て外貨建ての営業債権をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。有価

証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材

料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨建ての

売掛金残高の範囲内にあります。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

　デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務及び外貨建仕入債務に対するヘッジを目的とし、当社の原材料に

係る将来の購入価格の変動リスクに対するヘッジを目的とした商品スワップ取引及び、借入金の支払金利の

変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手

段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

  当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行なっ

ております。

　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

　デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関及び大手商社を相手としているため、契約不履行に

よる信用リスクは、ほとんどないと認識しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則と

して先物為替予約を利用して、ヘッジしております。また、当社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動

リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。　

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　営業債務は流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しております。　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバ

ティブ取引に関する契約等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものでは

ありません。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注２）を参照

下さい。）

 
貸借対照表計上額
（百万円）　

時価（百万円）　 差額（百万円）

(1）現金及び預金 24,434 24,434　 －

(2）受取手形及び売掛金 　　　　　38,585 38,585 －

(3）有価証券及び投資有価証券         　     

①満期保有目的の債券 931 934 2

②その他有価証券 13,036 13,036 －

　資産計 76,988 76,991　 2

(1）支払手形及び買掛金 18,444 18,444　 －

(2）短期借入金 40,249 40,249　 －

(3）長期借入金（１年以内返済予

定も含む）
39,051 39,140　 88

　負債計 97,745 97,834 88

　デリバティブ取引     －   －   －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産　

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提

示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券

関係」をご参照下さい。　

負債　

(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3)長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく

異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。　

デリバティブ取引　

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

 
貸借対照表計上額
（百万円）　

　非上場株式 7,526

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券及び投資有

価証券」には含めておりません。

　

　　　３．金融債券及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）　

１年超５年以内
（百万円）　

５年超10年以内
（百万円）　

10年超
（百万円）　

　現金及び預金 24,434 － － －

　受取手形及び売掛金 38,585 － － －

　有価証券及び投資有価証券                 

　(1)満期保有目的の債券 405 454 70 －

　(2)その他有価証券 － 156 － －

　合計 63,425 610 70 －

　

　　　４．社債、新株予約権付社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　　連結附属明細書「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

（追加情報）　

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1)国債・地方債等  － －  －

(2)社債　 － － －

(3)その他　　 － － －

小計　 － － －

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

　　

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債　 467 450 △16

(3)その他　　 206 172 △34

小計　 673 622 △50

　合計　 673 622 △50

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式  2,782  5,523  2,741

(2)債券　             

①国債・地方債等  －  －  －

②社債　 － － －

③その他　 － － －

(3)その他　 117 118 0

小計　 2,900 5,642 2,741

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　　

(1)株式 4,114 3,522 △592

(2)債券　             

①国債・地方債等 － － －

②社債　 1 0 △0

③その他　 － － －

(3)その他　　 53 44 △9

小計　 4,169 3,567 △602

　合計　 7,069 9,209 2,139

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

328 4 25
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４　時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

非上場内国債券 755

(2）その他有価証券  

非上場株式 596

非上場の投資信託 222

ＭＭＦ等 360

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）　

１年超５年以内
（百万円）　

５年超10年以内
（百万円）　

10年超
（百万円）　

(1)債券                 

　①国債・地方債等 － － － －

　②社債 248 197 70 －

　③その他 606 357 － －

(2)その他 350 61 － －

　合計 1,205 616 70 －

　（注）　前連結会計年度において、有価証券について1,802百万円（その他有価証券で時価のある株式1,786百万円、その

他有価証券で時価のない株式16百万円）減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。

当連結会計年度（平成22年３月31日）

１．売買目的有価証券

　　該当事項はありません。

　

２．満期保有目的の債券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1)国債・地方債等  － －  －

(2)社債　 272 278 6

(3)その他　　 － － －

小計　 272 278 6

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

　　

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債　 198 194 △3

(3)その他　　 461 460 △0

小計　 659 655 △4

　合計　 931 934 2
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３．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式  10,617  4,513  6,104

(2)債券　             

①国債・地方債等  －  －  －

②社債　 1 1 0

③その他　 － － －

(3)その他　 155 146 9

小計　 10,774 4,660 6,113

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　　

(1)株式 2,162 2,508 △345

(2)債券　             

①国債・地方債等 － － －

②社債　 － － －

③その他　 － － －

(3)その他　　 99 107 △8

小計　 2,262 2,615 △353

　合計　 13,036 7,276 5,760

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,365百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

４．当連結会計年度に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式  10  0  0

(2) 債券             

①国債・地方債  －  －  －

②社債 － － －

③その他 － － －

(4) その他 － － －

合計 10 0 0

　

５．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、有価証券について181百万円（その他有価証券で時価のない株式）減損処理を行ってお

ります。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行っております。　
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容

　通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約（主とし

て包括予約）、及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っております。

  また、原材料価格の変動リスクを回避するため、商品スワップ取引を、並びに借入金の金利変動リスクを

軽減するため、金利スワップ取引を行っております。

②　取引に対する利用目的・取組方針

　為替予約取引及び通貨オプション取引については、外貨建売上債権及び外貨建仕入債務をヘッジするも

のであるため、外貨建金銭債権債務及び成約高の範囲内で行うこととしております。また、商品スワップ取

引については、当社の原材料に係る将来の購入価格の変動によるリスク回避のため、金利スワップ取引に

ついては、借入金の金利変動リスクをヘッジするものであるため、対象債務の範囲内で取引を行うことと

しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約等については、振当処理を

行っております。また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しておりま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引、通貨オプション取引、商品スワップ取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象

　外貨建売上債権及び外貨建仕入債務、原材料仕入、借入金

ヘッジ方針

　通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の変動リスク、材料購入取引における価格変動リスク

及び借入金の金利変動リスクを回避する目的で、それぞれ為替予約又は通貨オプション、商品スワップ

及び金利スワップを行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動の累計額とヘッジ対象の変動の累計額との比率を比較して、有効性を判断しており

ます。

③　取引に係るリスクの内容

　為替予約取引及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）は、為替相場の変動によるリスク

を有しております。また、商品スワップ取引は取引対象物の市場価格の変動、金利スワップ取引は、市場金

利の変動によるリスクを有しております。

　これらのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関及び大手商社を相手としているた

め、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

④　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

⑤　その他

　「取引の時価等に関する事項」における金利関連の契約額又は想定元本額は、この金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２　取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引

     

通貨オプション取引     

買建　プット     

ＵＳ＄
291

(12)
－ 105 92

売建　コール     

ＵＳ＄
582

(△12)
－ △26 △13

合計
873

－
－ 79 79

（注）１．（　）内はオプション料でありますが、すべてゼロコストオプションであり、実際のオプション料の授受はあ

りません。

２．時価の算定方法は、通貨オプション契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。

　(2）金利関連

区分 種類

前連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 17,930 17,900 △231 △231

合計 17,930 17,900 △231 △231

　（注）時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

区分 種類

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引

     

通貨オプション取引     

買建　プット     

ＵＳ＄
616

(14)
－ 28 14

売建　コール     

ＵＳ＄
1,233

(△14)
－ △138 △124

合計
1,850

－
－ △110 △110

（注）１．（　）内はオプション料でありますが、すべてゼロコストオプションであり、実際のオプション料の授受はあ

りません。

２．時価の算定方法は、通貨オプション契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。

　(2）金利関連

区分 種類

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 20,300 20,300 △368 △368

合計 20,300 20,300 △368 △368

　（注）時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

1.当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度（平成17年４月１日付認

可）、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、退職金制度の改定を行い、キャッシュバ

ランスプランと将来積立分の一部につき確定拠出年金制度を導入しました。なお、従業員の退職等に際して割

増退職金を支払う場合があります。

2.当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平

成17年４月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年８月31日に国に返還額（最低責任準備

金）の納付を行いました。

3.一部の国内連結子会社は、平成19年12月１日付で適格退職年金制度について確定拠出年金制度へ移行してお

ります。

２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

① 退職給付債務 △26,140百万円 △25,838百万円

② 年金資産 28,041百万円 29,181百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) 1,901百万円 3,343百万円

④ 未認識数理計算上の差異 9,259百万円 6,188百万円

⑤ 未認識過去勤務債務 △2,187百万円 △1,823百万円

⑥ 連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) 8,973百万円 7,707百万円

⑦ 前払年金費用 9,554百万円 8,350百万円

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △581百万円 △642百万円

　（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

① 勤務費用　(注)１ 1,117百万円 1,106百万円

② 利息費用 499百万円 492百万円

③ 期待運用収益 △523百万円 △56百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 760百万円 1,334百万円

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △363百万円 △363百万円

⑥ 割増退職金の費用処理額 178百万円 306百万円

⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 1,668百万円 2,819百万円

⑧ その他　（注)２ 602百万円 456百万円

 　　　　　　　　　計 2,271百万円 3,276百万円

　（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は①勤務費用に計上しております。

　      ２．確定拠出年金への掛金支払額等であります。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

① 割引率 主として2.0％ 主として2.0％

② 期待運用収益率 主として1.5％ 主として0.0％

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

④ 過去勤務債務の額の処理年数 主として10年 主として10年

⑤ 数理計算上の差異の処理年数　(注)１、２ 　主として10年 　主として10年

　（注）１．平成21年３月31日現在では、年金資産の運用収益率の悪化等により数理計算上の差異が、5,743百万円発生し

ております。この数理計算上の差異については、翌連結会計年度から主として10年の定額法で費用処理する

こととしております。

２．平成22年３月31日現在では、年金資産の運用収益率の上昇等により数理計算上の差異が、△2,174百万円発生

しております。この数理計算上の差異については、翌連結会計年度から主として10年の定額法で費用処理す

ることとしております。
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（税効果会計関係）

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

項目
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

繰延税金資産   

賞与引当金（百万円） 1,070 967

役員退職引当金（百万円） 54 45

共済会資産（百万円） 168 152

未払事業税（百万円） 20 60

製品保証引当金（百万円） 1,078 637

たな卸資産（百万円） 287 95

研究開発費（百万円） 109 74

繰越外国税額控除（百万円）　 904 1,800

繰越欠損金（百万円） 6,442 7,066

子会社株式評価損 1,993 1,993

その他（百万円） 1,613 1,350

繰延税金資産小計（百万円） 13,743 14,243

評価性引当額（百万円） △9,985 △13,409

繰延税金資産合計（百万円） 3,758 834

繰延税金負債   

特別償却準備金（百万円） △178 △136

プログラム準備金（百万円） △5 △1

前払年金費用（百万円） △3,817 △3,351

その他有価証券評価差額金

（百万円）
△886 △2,339

その他（百万円） △143 △249

繰延税金負債合計（百万円） △5,031 △6,078

繰延税金資産の純額（百万円） △1,273 △5,243

   

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

項目
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

流動資産－繰延税金資産

（百万円）
3,303 510

固定資産－繰延税金資産

（百万円）
340 256

流動負債－繰延税金負債

（百万円）
△11 △113

固定負債－繰延税金負債

（百万円）
△4,906 △5,897
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異原因となった主要な項目別の内訳

項目
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

国内の法定実効税率（％） － 40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目（％）
－ △0.2

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目（％）
－ 0.8

住民税均等割（％） － △0.4

国内実効税率と海外実効税率との

差異（％）
－ △4.0

連結海外子会社の税効果不採用計

（％）
－ △1.2

連結国内子会社の税効果不採用計

（％）
－ △0.4

持分法による投資損益（％） － 1.6

受取配当金の消去に伴う影響額

（％）
－ △10.9

外国税額（％） － △5.6

 評価性引当金（％） － 239.3

その他（％） － △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率（％）
－ 258.8

   

 
 (注)　前連結会計年度の国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異について

は、税金等調整前当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
輸送用機器関
連事業
(百万円)

情報処理関連
事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 201,795 7,784 393 209,973 － 209,973

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
1 1,189 5,808 6,999 (6,999) －

計 201,796 8,973 6,202 216,973 (6,999)209,973

営業費用 209,605 8,815 6,135 224,557 (7,082)217,474

営業利益又は営業損失 (7,809) 158 66 (7,584) 83 (7,500)

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出
      

資産 165,083 9,251 8,475 182,810 (9,632)173,177

減価償却費 14,408 164 107 14,680 － 14,680

減損損失 65 － － 65 － 65

資本的支出 13,468 202 153 13,823 － 13,823

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
輸送用機器関
連事業
(百万円)

情報処理関連
事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 166,540 8,734 247 175,522 － 175,522

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
1 763 4,863 5,627 (5,627) －

計 166,541 9,497 5,110 181,150 (5,627)175,522

営業費用 164,725 9,274 5,075 179,075 (5,729)173,346

営業利益 1,816 223 35 2,075 101 2,176

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出
      

資産 170,651 10,209 9,569 190,430 (11,532)178,897

減価償却費 12,348 195 93 12,637 － 12,637

減損損失 444 10 － 455 － 455

資本的支出 7,246 1,731 85 9,062 － 9,062

　（注）１．事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

(1) 輸送用機器関連事業……ワイパモータ、スタータモータ、ファンモータ

(2) 情報処理関連事業……システムインテグレーションサービス、情報処理サービス、ソフトウエア開発

(3) その他事業……運輸・倉庫業、業務代行

３．配賦不能営業費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。
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５．会計方針の変更（前連結会計年度）

(1) たな卸資産の評価に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（１）に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「輸送用機器関連事業」の営業損失が1,077百万円増加し

ております。

(2) リース取引に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る会計処理によっております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3) 受注損失引当金

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（３）に記載のとおり、ソフトウエア開発の受注契

約に係る将来の損失に備えるため、連結会計年度末時点で将来の損失額を合理的に見積もることが可能なも

のについて、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を当連結会計年度から計上しております。

  これによる「情報処理関連事業」の営業利益に与える影響は軽微であります。

(4) 有形固定資産の耐用年数の変更

　　　「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の

機械装置の耐用年数を12年から９年に変更しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「輸送用機器関連事業」の営業損失が677百万円増加

しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 108,66048,888 40,627 11,797209,973 － 209,973

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
30,521 299 20,136 487 51,444(51,444) －

計 139,18249,187 60,764 12,284261,417(51,444)209,973

営業費用 148,78750,965 57,237 12,036269,026(51,552)217,474

営業利益又は営業損失 (9,605)(1,778)3,527 248 (7,608) 108 (7,500)

Ⅱ　資産 156,667 20,609 31,206 5,622 214,106(40,928)173,177

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 97,800 34,412 36,715 6,594 175,522 － 175,522

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
30,172 55 13,889 207 44,325(44,325) －

計 127,97334,468 50,605 6,801 219,848(44,325)175,522

営業費用 126,87536,296 47,594 6,976 217,742(44,396)173,346

営業利益又は営業損失 1,097 (1,828)3,011 (174) 2,105 70 2,176

Ⅱ　資産 164,438 21,855 35,787 5,359 227,440(48,543)178,897

　（注）１．国又は地域の区分は、市場及び販売活動等の類似性の相違によって区分しております。

２．配賦不能営業費用はありません。
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３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。

４．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

米州……………米国、メキシコ、ブラジル

アジア…………フィリピン、ベトナム、中国、インドネシア、インド

ヨーロッパ……イタリア、イギリス、フランス、ハンガリー 

５．会計方針の変更（前連結会計年度） 

(1) たな卸資産の評価に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（１）に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業損失が1,077百万円増加しております。

(2) リース取引に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る会計処理によっております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3) 受注損失引当金

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（３）に記載のとおり、ソフトウエア開発の受注契

約に係る将来の損失に備えるため、連結会計年度末時点で将来の損失額を合理的に見積もることが可能なも

のについて、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を当連結会計年度から計上しております。

  これによる「日本」の営業損失に与える影響は軽微であります。

(4) 有形固定資産の耐用年数の変更

　　　「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の

機械装置の耐用年数を12年から９年に変更しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業損失が677百万円増加しております。
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【海外売上高】

　最近２連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 米州 アジア ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 49,168 46,299 11,288 630 107,386

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 209,973

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
23.4 22.0 5.4 0.3 51.1

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 米州 アジア ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 34,467 42,223 6,242 139 83,072

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 175,522

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
19.6 24.1 3.5 0.1 47.3

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

米州……………米国、メキシコ、ブラジル等

アジア…………インドネシア、タイ、台湾、中国、フィリピン、ベトナム、インド等

ヨーロッパ……イタリア、フランス、イギリス、オーストリー等

その他…………オーストラリア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用し

ております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

住所他
資本金又
は出資金

事業の内容
又は商業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円) 

 関連会社

タイサミット

・ミツバ・エ

レクトリック

・マニュファ

クチュアリン

グ・カンパ

ニーリミテッ

ド

タイ

チョンブリ

県

 630百万

バーツ

自動車電装

部品の製

造、販売

 （所有）

 直接 50.0

自動車電装部

品の販売

役員の兼任 

当社製品・

部品の販売
2,893売掛金 1,546

　（注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品・部品の販売については、当社製品原価を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

  

(2）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

住所他
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役　員 日野　茂 － －
当社常勤

監査役

（被所有）

直接 0.6
－

①土地の賃

貸借
15 － －

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社

等

㈲桐栄オー

トサービス

群馬県みど

り市
11

自動車分

解整備業
－

自動車分解整

備

役員の出向 

②自動車分

解整備

支払  6

受取  1

未払金

立替金

1

1

㈲サン

フィールド

・インダス

トリー

群馬県桐生

市
99

不動産の

賃貸及び

管理

（被所有）

直接 3.4

不動産の賃貸

及び管理

役員の兼任及

び出向 

③不動産の

賃貸借

支払 10

受取 18

前払費用

 

立替金

　5

 

0

㈱ギャラー

ジクローバ

群馬県高崎

市
50

自動車の

販売及び

修理

－

自動車の販売

及び修理

役員の出向

④自動車の

売買及び修

理

支払　8
未払金

立替金

0

0

   (注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　土地の賃貸借については、当該土地に対する相当地代を勘案し合理的に決定しております。

②　自動車分解整備については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

③　福利厚生施設として使用しており、賃貸借については、近隣の地代を参考にした価格によっております。

④　自動車の売買及び修理については、市場価格を勘案した一般取引条件と同様に決定しております。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

住所他
資本金又
は出資金

事業の内容
又は商業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 関連会社

タイサミット

・ミツバ・エ

レクトリック

・マニュファ

クチュアリン

グ・カンパ

ニーリミテッ

ド

タイ

チョンブリ

県

 630百万

バーツ

自動車電装

部品の製

造、販売

 （所有）

 直接 50.0

自動車電装部

品の販売

役員の兼任 

当社製品・

部品の販売
2,433売掛金 1,167

　（注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品・部品の販売については、当社製品原価を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

  

(2）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

住所他
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役　員 日野　茂 － －
当社常勤

監査役

（被所有）

直接 0.6
－

①土地の賃

貸借
15 － －

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社

等

㈲桐栄オー

トサービス

群馬県みど

り市
11

自動車分

解整備業

（被所有）

直接 0.5 

自動車分解整

備

役員の出向 

②自動車分

解整備

支払　6

受取　1

未払金

立替金

0

0

㈲サン

フィールド

・インダス

トリー

群馬県桐生

市
99

不動産の

賃貸及び

管理

（被所有）

直接 3.5

不動産の賃貸

及び管理

役員の兼任及

び出向 

③不動産の

賃貸借

支払 55

受取 12

前払費用

 

立替金

　5

 

1

㈱ギャラー

ジクローバ

群馬県高崎

市
50

自動車の

販売及び

修理

－

自動車の販売

及び修理

役員の出向

④自動車の

売買及び修

理

支払　6
未払金

立替金

1

0

　
㈱パークイ

ンホテルズ

群馬県桐生

市
10

不動産の

賃貸・売

買及び斡

旋、  　ホ

テル業

（被所有）

直接 0.5

不動産の賃貸

及びホテル業

役員の出向

⑤宿泊料・

不動産賃貸

料

支払 38
未払金

立替金

0

0

   (注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　土地の賃貸借については、当該土地に対する相当地代を勘案し合理的に決定しております。

②　自動車分解整備については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

③　福利厚生施設として使用しており、賃貸借については、近隣の地代を参考にした価格によっております。

④　自動車の売買及び修理については、市場価格を勘案した一般取引条件と同様に決定しております。

⑤　ホテルの宿泊料は、一般取引と同様であります。また、福利厚生施設として使用している賃貸借については、

近隣の地代を参考にした価格によっております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

──── ────

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 732.07 727.80

１株当たり当期純損失金額（△）

（円）
△406.43 △71.93

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額（円）

－

　

－

　　

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）（百万円） △18,376 △3,247

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万

円）
△18,376 △3,247

期中平均株式数（千株） 45,215 45,151

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第

２回無担保転換社債型新株予約権

付社債（券面総額6,731百万円）。

　なお、上記の新株予約権付社債の

概要は「社債明細表」、並びに「第

４提出会社の状況、１株式等の状

況、（2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

　130％コールオプション条項付第

２回無担保転換社債型新株予約権

付社債（券面総額6,700百万円）。

　なお、上記の新株予約権付社債の

概要は「社債明細表」、並びに「第

４提出会社の状況、１株式等の状

況、（2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

重要な子会社の合併

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

────

　

連結子会社の合併

　　平成21年11月11日の取締役会において、当社の連結子会

社である株式会社サンユーが当社の連結子会社である株

式会社エムテックを吸収合併することを決議し、平成22年

４月１日をもって合併いたしました。なお、吸収合併に伴

う企業結合に関する事項は以下のとおりであります。

　

１.結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

    　　株式会社サンユー　　（事業の概要：自動車部品の製

造）

　　　　株式会社エムテック　（事業の概要：自動車部品の製

造）

　 （２）企業結合の法的形式

　　　株式会社サンユーを存続会社とし、株式会社エムテック

を消滅会社とする吸収合併。　　　　　　　　　　　

（３）結合後企業の名称

　　　株式会社サンユー

（４）取引の目的を含む取引の概要

　　　グループ経営資源の適正化及び経営効率の向上を狙い

とした構造改革の一環として、事業の採算性の向上と

経営基盤の強化を図るための合併。

２.実施した会計処理の概要

　　　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基

準第21号 企業会計基準委員会）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号 企業会計基準委員会）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行ってお

ります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱ミツバ

130％コールオプション

条項付第２回無担保転

換社債型新株予約権付

社債　（注）２

平成18.３.７ 6,731
6,700

(6,700)　
0.0 なし 平成23.３.31

㈱モミモ 第３回無担保社債 平成19.３.28 200 200 1.53 なし 平成24.３.28

㈱モミモ 第４回無担保社債 平成20.３.28 200
200

(200)　
1.02 なし 平成23.３.28

㈱モミモ 第５回無担保社債 平成21.３.25 100 100 1.35 なし 平成26.３.25

㈱東日本ダイカスト

工業
第２回無担保社債 平成16.９.３

10

(10)

－

    
0.97 なし 平成21.９.３

㈱東日本ダイカスト

工業
第３回無担保社債 平成17.９.30 110

110

(110)　
0.94 なし 平成22.９.30

合計 － －
7,351

(10)

7,310

(7,010)
－ － －

　（注）１．前期末残高及び当期末残高欄の（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

銘柄
発行すべき
株式

新株予約権
の発行価額
(円)

株式の発行
価格（円）

発行価額の総額
（百万円）

新株予約権の行使
により発行した株
式の発行価額の総
額（百万円）

新株予約権
の付与割合
（％）

新株予約権の
行使期間

第２回 普通株式 無償 1,516 6,700 － 100
平成18.４.３～

平成23.３.30

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

1年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

7,010 200 － 100 －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 42,667 40,249 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 7,137 2,468 0.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,020 1,396 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 31,850 36,582 1.5平成23年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 705 789 － 平成23年～26年

合計 83,381 81,485 － －

　（注）１．平均利率については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２・リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 1年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金

(百万円)
8,098 9,868 14,892 3,689

リース債務

(百万円)
547 106 89 44

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

 第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日 

 第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日 

 第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日 

 第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日 

売上高（百万円） 34,720 41,635 49,926 49,241

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）

（百万円）

△3,007 1,039 2,942 604

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（百万円）

△3,446 △2,416 2,180 435

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

△76.33 △53.53 48.29 9.64
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,033 12,746

受取手形 573 782

売掛金 注３
 22,592

注３
 32,785

有価証券 125 124

商品及び製品 1,133 1,814

仕掛品 789 932

原材料及び貯蔵品 3,704 2,669

前払費用 202 187

繰延税金資産 2,532 －

未収入金 注３
 4,093

注３
 5,308

立替金 注３
 1,072

注３
 1,095

貸付金 注３
 2,459

注３
 1,855

その他 68 94

貸倒引当金 △285 △295

流動資産合計 52,094 60,100

固定資産

有形固定資産

建物 25,737 25,773

減価償却累計額 △19,097 △19,779

建物（純額） 6,639 5,994

構築物 2,079 2,062

減価償却累計額 △1,760 △1,793

構築物（純額） 318 268

機械及び装置 46,531 47,427

減価償却累計額 △36,131 △38,380

機械及び装置（純額） 10,400 9,046

車両運搬具 308 289

減価償却累計額 △262 △255

車両運搬具（純額） 46 34

工具、器具及び備品 36,626 36,006

減価償却累計額 △34,523 △34,589

工具、器具及び備品（純額） 2,103 1,417

土地 3,412 3,377

リース資産 1,970 3,409

減価償却累計額 △492 △1,768

リース資産（純額） 1,477 1,640

建設仮勘定 2,070 888

有形固定資産合計 注１
 26,469

注１，２
 22,667
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

無形固定資産

借地権 143 143

ソフトウエア 1,449 885

その他 34 102

無形固定資産合計 1,627 1,131

投資その他の資産

投資有価証券 注１
 9,278

注１
 12,862

関係会社株式 35,964 39,518

出資金 1 1

長期貸付金 100 50

長期前払費用 7,576 6,647

事業保険 818 793

その他 130 124

貸倒引当金 △49 △48

投資その他の資産合計 53,821 59,949

固定資産合計 81,918 83,749

資産合計 134,013 143,849

負債の部

流動負債

買掛金 注３
 8,372

注３
 14,398

短期借入金 注１
 31,091

注１
 29,099

1年内返済予定の長期借入金 注１
 4,895 790

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 6,700

リース債務 985 1,290

未払金 注３
 10,302

注３
 14,747

未払費用 299 284

未払法人税等 84 124

前受金 9 8

預り金 注３
 1,073

注３
 863

引当金

賞与引当金 1,870 1,645

製品保証引当金 2,665 1,571

事業構造改善引当金 529 －

引当金計 5,065 3,216

流動負債合計 62,178 71,523

固定負債

新株予約権付社債 6,731 －

長期借入金 注１
 28,910

注１
 33,920

リース債務 571 437

長期未払金 － 531
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

繰延税金負債 4,178 5,132

役員退職慰労引当金 532 －

負ののれん 125 －

その他 5 5

固定負債合計 41,054 40,026

負債合計 103,233 111,549

純資産の部

株主資本

資本金 9,885 9,885

資本剰余金

資本準備金 16,597 16,597

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 16,597 16,597

利益剰余金

利益準備金 1,235 1,235

その他利益剰余金

償却資産圧縮積立金 28 27

特別償却準備金 228 167

買換資産圧縮積立金 5 5

別途積立金 13,980 13,980

繰越利益剰余金 △12,158 △12,680

利益剰余金合計 3,320 2,736

自己株式 △338 △335

株主資本合計 29,464 28,883

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,314 3,417

評価・換算差額等合計 1,314 3,417

純資産合計 30,779 32,300

負債純資産合計 134,013 143,849
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 121,254 109,479

ロイヤリティー収入 2,191 2,211

売上高合計 注１
 123,445

注１
 111,691

売上原価

製品期首たな卸高 1,703 1,133

当期製品製造原価 118,727 101,316

他勘定受入高 注２
 2,136

注２
 1,742

合計 122,567 104,192

他勘定振替高 注３
 76

注３
 94

製品期末たな卸高 1,133 1,814

製品売上原価 注１，注４
 121,357

注１，注４
 102,283

売上総利益 2,088 9,407

販売費及び一般管理費

販売費 注５
 5,850

注５
 4,703

一般管理費 注５，注６
 5,166

注５，注６
 4,145

販売費及び一般管理費合計 11,016 8,848

営業利益又は営業損失（△） △8,928 559

営業外収益

受取利息 注７
 55

注７
 46

受取配当金 注７
 2,953

注７
 1,469

賃貸料 注７
 304

注７
 384

負ののれん償却額 251 125

その他 注７
 303

注７
 406

営業外収益合計 3,868 2,432

営業外費用

支払利息 712 991

社債利息 17 －

為替差損 253 63

賃貸料原価 190 245

シンジケートローン手数料 177 －

デリバティブ取引損失 171 －

その他 128 409

営業外費用合計 1,651 1,710

経常利益又は経常損失（△） △6,711 1,281
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 注８
 1

注８
 4

製品保証引当金戻入額 78 467

受取配当金 1,049 －

賞与引当金戻入額 － 847

受取保険金 － 300

その他 31 168

特別利益合計 1,161 1,787

特別損失

固定資産売却損 注９
 5

注９
 2

固定資産除却損 注１０
 203

注１０
 108

投資有価証券評価損 2,154 109

たな卸資産評価損 100 －

子会社清算損 165 －

製品保証引当金繰入額 1,255 185

事業構造改善引当金繰入額 529 －

割増退職金 － 217

貸倒引当金繰入額 257 －

減損損失 注１１
 50

注１１
 303

その他 274 290

特別損失合計 4,996 1,217

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △10,546 1,852

法人税、住民税及び事業税 596 378

過年度法人税等 36 0

法人税等調整額 1,301 2,053

法人税等合計 1,935 2,432

当期純損失（△） △12,481 △580
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   64,59354.2 56,49055.2

Ⅱ　労務費   23,08819.3 19,48919.1

Ⅲ　経費        

外注加工費  16,584  14,751  

減価償却費  6,819  5,800  

その他  8,151 31,55526.5 5,756 26,30925.7

当期総製造費用   119,236100.0 102,289100.0

期首仕掛品たな卸高   1,233  789 

合計   120,470  103,078 

他勘定へ振替高 ※１  953  830 

期末仕掛品たな卸高   789  932 

当期製品製造原価   118,727  101,316 

        

　（注）

前事業年度 当事業年度

※１．他勘定へ振替高の内訳 ※１．他勘定へ振替高の内訳

固定資産 300百万円

たな卸資産 320百万円

販売費及び一般管理費 160百万円

立替金 33百万円

その他 139百万円

計 953百万円

固定資産 298百万円

たな卸資産 259百万円

販売費及び一般管理費 120百万円

立替金 42百万円

その他 109百万円

計 830百万円

２．原価計算の方法

組別総合原価計算を原則としており、材料費、労務

費、経費とも予定をもって計算し、期末原価差額は当

期売上原価と期末におけるたな卸資産に配賦してお

ります。但し、内作の機械、工具等特殊なものについ

ては、個別原価計算を行っております。

２．原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,885 9,885

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,885 9,885

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 16,597 16,597

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,597 16,597

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 － △3

自己株式処分差損の振替 － 3

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

前期末残高 16,597 16,597

当期変動額

自己株式の処分 － △3

自己株式処分差損の振替 － 3

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,597 16,597

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,235 1,235

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,235 1,235

その他利益剰余金

償却資産圧縮積立金

前期末残高 30 28

当期変動額

償却資産圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 28 27
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別償却準備金

前期末残高 235 228

当期変動額

特別償却準備金の繰入れ 58 －

特別償却準備金の取崩 △65 △60

当期変動額合計 △6 △60

当期末残高 228 167

買換資産圧縮積立金

前期末残高 5 5

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5 5

別途積立金

前期末残高 13,980 13,980

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,980 13,980

繰越利益剰余金

前期末残高 585 △12,158

当期変動額

償却資産圧縮積立金の取崩 1 1

特別償却準備金の繰入れ △58 －

特別償却準備金の取崩 65 60

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △12,481 △580

自己株式処分差損の振替 － △3

当期変動額合計 △12,744 △521

当期末残高 △12,158 △12,680

利益剰余金合計

前期末残高 16,073 3,320

当期変動額

償却資産圧縮積立金の取崩 － －

特別償却準備金の繰入れ － －

特別償却準備金の取崩 － －

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △12,481 △580

自己株式処分差損の振替 － △3

当期変動額合計 △12,752 △584

当期末残高 3,320 2,736
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △266 △338

当期変動額

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 6

当期変動額合計 △71 2

当期末残高 △338 △335

株主資本合計

前期末残高 42,289 29,464

当期変動額

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △12,481 △580

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 2

自己株式処分差損の振替 － －

当期変動額合計 △12,824 △581

当期末残高 29,464 28,883

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,448 1,314

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,134 2,102

当期変動額合計 △1,134 2,102

当期末残高 1,314 3,417

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,448 1,314

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,134 2,102

当期変動額合計 △1,134 2,102

当期末残高 1,314 3,417
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 44,738 30,779

当期変動額

剰余金の配当 △271 －

当期純損失（△） △12,481 △580

自己株式の取得 △71 △3

自己株式の処分 － 2

自己株式処分差損の振替 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,134 2,102

当期変動額合計 △13,958 1,520

当期末残高 30,779 32,300

EDINET提出書類

株式会社ミツバ(E02205)

有価証券報告書

 97/126



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1)満期保有目的の債券

同左

 (2)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 

(3)その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(3)その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。　

製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。　

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。

 (会計方針の変更)

当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号平成18

年７月５日公表分）を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失が 

898百万円、税引前当期純損失が、998百万円

増加しております。 

　

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物及び構築物　　　　15～35年

　機械及び装置　　　　　　　９年

車両及び運搬具　　　　４～６年

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物及び構築物　　　　15～35年

　機械及び装置　　　　　　　９年

車両及び運搬具　　　　４～６年
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （追加情報）

　機械装置については、従来、耐用年数を12

年としておりましたが当事業年度より９

年に変更しております。

　これは、平成20年度の税制改正を契機に

耐用年数を見直したことによるものです。

 

　これにより営業損失、経常損失及び税引

前当期純損失がそれぞれ427百万円増加し

ております。

　

 (2)無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。  

(3)リース資産

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒

れによる損失に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。

(2)賞与引当金

同左

 (3)役員賞与引当金 

　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度

における支給見込額に基づき計上してお

ります。なお、当事業年度末における残高

はありません。 

(3)役員賞与引当金 

同左

 (4)製品保証引当金

　製品の返品による交換費用に備えるた

め、過去３年間の平均返品率に基づき計上

しております。

　また、発生額を個別に見積ることができ

る費用についてはその見積額を計上して

おります。

(4)製品保証引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (5)事業構造改善引当金

　事業構造改善の実施に伴い、発生するこ

とが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しております。  

(5)事業構造改善引当金

　事業構造改善の実施に伴い、発生するこ

とが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しております。な

お、当事業年度末における残高はありませ

ん。 

 (6)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　ただし、年金資産の見込額が退職給付債

務を上回ったため、当該金額を前払年金費

用として投資その他の資産の「長期前払

費用」に計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

　また、過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

(6)退職給付引当金

同左　

 　

　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響

はありません。　　
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (7)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく当期末要支給額を計上して

おります。

(7)　　　　　 ────

　

 　

　

（追加情報）  

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく要支給額を計上しておりま

したが、平成21年６月26日開催の定時株主

総会終結の時をもって役員退職慰労金制

度を廃止し、制度廃止時の要支給額を打ち

切り支給することといたしました。

　これに伴い、役員退職慰労引当金を全額

取崩し、打ち切り支給に伴う未払額531百

万円を固定負債の「長期未払金」に含め

て表示しております。　　

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、

振当処理の要件を満たす為替予約等につ

いては、振当処理を行っております。ま

た、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用しており

ます。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段……為替予約取引、商品スワッ

プ取引、金利スワップ取引

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象……外貨建売上債権及び外

貨建仕入債務、原材料仕入、借入金

ヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

　　通常の営業過程における輸出入取引の為

替相場の変動リスク、材料購入取引にお

ける価格変動リスク及び借入金の金利変

動リスクを回避する目的で、それぞれ為

替予約（主として包括予約）、商品ス

ワップ及び金利スワップ取引を行ってお

ります。 

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動の累計額とヘッジ対象

の変動の累計額との比率を比較して有効

性を判断しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用して

おります。　

　これに伴う、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

に与える影響は軽微であります。

────

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「製品」「原材料」「仕掛品」「貯蔵品」として掲記され

ていたものは、当事業年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

──── 

──── （連結損益計算書）

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「割増退職金」は、特別損失総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記するこ

ととしました。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる「割増退職

金」は、165百万円であります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

（注１）担保に供している資産は次のとおりであります。
担保資産 担保資産に対する債務

種類
期末簿価
（百万円）

担保権の
種類

内容
期末残高
（百万円）

建物及び
構築物

713

工場財団

短期借入金 791

機械装置 887 一年内返済予
定の長期借入
金

1,400工具器具
及び備品

－

土地 655 長期借入金 1,800
小計 2,256 － 小計 3,991

投資有価証
券

4,378抵当権 短期借入金 3,000

小計 4,378 － 小計 3,000
合計 6,634 － 合計 6,991

（注１）担保に供している資産は次のとおりであります。
担保資産 担保資産に対する債務

種類
期末簿価
（百万円）

担保権の種
類

内容
期末残高
（百万円）

建物及び
構築物

666
工場財団

短期借入金 1,899

機械装置 671 長期借入金 3,200
土地 655 　     
小計 1,993 － 小計 5,099

投資有価証
券

4,330抵当権 短期借入金 3,000

小計 4,330 － 小計 3,000
合計 6,324 － 合計 8,099

  （２）　　　　　　　────　 （注２）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

（注３）関係会社に対する主な資産・負債で区分掲記され

たもののほか、各科目に含まれているものは次の

とおりであります。

（注３）関係会社に対する主な資産・負債で区分掲記され

たもののほか、各科目に含まれているものは次の

とおりであります。

売掛金（百万円） 8,398

未収入金（百万円） 1,763

立替金（百万円） 1,009

貸付金（百万円） 2,158

買掛金（百万円） 1,987

未払金（百万円） 2,990

預り金（百万円） 900

 

売掛金（百万円） 12,153

未収入金（百万円） 2,056

立替金（百万円） 1,001

貸付金（百万円） 1,905

買掛金（百万円） 4,185

未払金（百万円） 4,202

預り金（百万円） 700
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前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

（４）保証債務等

関係会社の、金融機関からの借入等に対し、債務保

証を行っております。

（４）保証債務等

関係会社の、金融機関からの借入等に対し、債務保

証を行っております。

㈱オフィス・アドバン 700百万円

㈱宮崎ミツバ 374百万円

ミツバ・バーズタウン・イ

ンコーポレーテッド

540百万円

(5.5百万ＵＳドル)

ミツバ・マニュファクチュ

アリング・バタンガス・

コーポレーション

1,100百万円

ミツバ・オートモーティブ

・システムズ・オブ・ヨー

ロッパ・ケー・エフ・

ティー

489百万円

( 3.2百万ユーロ等)

ミツバ・エムテック・ベト

ナム・カンパニーリミテッ

ド

267百万円

( 2.3百万ＵＳドル

等)

三葉電器（大連）有限公司 229百万円

その他４社 396百万円

 (  3.8百万ＵＳドル　

等)

計 4,097百万円

㈱オフィス・アドバン 450百万円

㈱宮崎ミツバ 360百万円

アメリカン・ミツバ・コー

ポレーション

558百万円

(6.0百万ＵＳドル)

ミツバ・バーズタウン・イ

ンコーポレーテッド

279百万円

(3.0百万ＵＳドル)

ミツバ・イタリア・エス・

ピー・エー

312百万円

(2.5百万ユーロ)

ミツバ・オートモーティブ

・システムズ・オブ・ヨー

ロッパ

423百万円

(3.2百万ユーロ等)

ミツバ・フィリピンズ・

コーポレーション 

1,262百万円

(1.7百万ＵＳドル等)

ミツバ・エムテック・ベト

ナム・カンパニーリミテッ

ド

205百万円

(42,000百万ベトナム

ドン)

三葉電器（大連）有限公司 217百万円

(8.5百万人民元等)

三葉電機（香港）有限公司 465百万円

(5.0百万ＵＳドル)

その他５社 239百万円

(1.8百万ＵＳドル等)

計 4,773百万円

上記の内、外貨建保証債務等は、決算日の為替相場

により円換算しております。

上記の内、外貨建保証債務等は、決算日の為替相場

により円換算しております。

（５）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行８行と当座貸越契約を締結しております。ま

た、貸出コミットメント契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

（５）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行10行と当座貸越契約を締結しております。ま

た、貸出コミットメント契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額

32,900百万円

借入実行額 27,300百万円

差引額 5,600百万円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額

34,000百万円

借入実行額 25,600百万円

差引額 8,400百万円

（６）当社は、平成19年７月27日付（長期借入金50億

円）、平成20年３月25日付（長期借入金35億円）、平

成20年９月26日付（長期借入金85億円）及び平成19

年９月28日付（コミットメントライン契約200億

円）のシンジケートローン契約を締結しており、下

記の財務制限条項が付されております。

　　①各年度の決算期末日において、連結貸借対照表及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、平

成21年３月期末の金額の75％以上に維持すること。

　　②各年度の決算期末日において、連結損益計算書及び

単体の損益計算書上の経常利益につき２期連続して

損失を計上しないこと。 

（６）　　　　　　　　　同左 
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（損益計算書関係）

 

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（注１）関係会社に対する主要な取引高は次のとおりであ

ります。

（注１）関係会社に対する主要な取引高は次のとおりであ

ります。

売上高 33,650百万円

材料仕入高 43,344百万円

売上高 33,055百万円

材料仕入高 34,885百万円

（注２）他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 （注２）他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

建設仮勘定 2,136百万円 建設仮勘定 1,742百万円

（注３）他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 （注３）他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

技術研究費 15百万円

製品保証費 0百万円

その他 60百万円

計 76百万円

技術研究費 9百万円

その他 85百万円

計 94百万円

（注４）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 898百万円

（注４）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価替によるたな卸

評価損の戻りが売上原価に含まれております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 571百万円

（注５）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

（注５）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売費　　 ①　給料・賞与 667百万円

②　運搬費保管料 4,018百万円

③　賞与引当金繰入額 52百万円

④　事務委託料 173百万円

⑤　減価償却費 19百万円

一般管理費 ①　役員報酬・給料・賞与 1,447百万円

②　製品保証引当金繰入額 511百万円

③　事務委託料 177百万円

④　賞与引当金繰入額 80百万円

⑤　役員退職引当金繰入額 74百万円

⑥　減価償却費 694百万円

販売費　　 ①　給料・賞与 499百万円

②　運搬費保管料 2,973百万円

③　賞与引当金繰入額 49百万円

④　事務委託料 186百万円

⑤　減価償却費 16百万円

一般管理費 ①　役員報酬・給料・賞与 948百万円

②　製品保証引当金繰入額 349百万円

③　事務委託料 162百万円

④　賞与引当金繰入額 101百万円

⑤　減価償却費 541百万円

（注６）研究開発費の総額 （注６）研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発

費
172百万円

一般管理費に含まれる研究開発

費
139百万円

（注７）営業外収益のうち関係会社との取引に係るものは

次のとおりであります。

（注７）営業外収益のうち関係会社との取引に係るものは

次のとおりであります。

受取配当金 2,652百万円

賃貸料等 453百万円

計 3,105百万円

受取配当金 1,326百万円

賃貸料等 525百万円

計 1,851百万円
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（注８）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 （注８）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 1百万円

機械及び装置 2百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

土地 1百万円

計 4百万円

（注９）固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 （注９）固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 4百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 5百万円

建物及び構築物 0百万円

機械及び装置 1百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 2百万円

（注10）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 （注10）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 59百万円

機械及び装置 109百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 18百万円

ソフトウェア 16百万円

計 203百万円

建物及び構築物 48百万円

機械及び装置 31百万円

車両及び運搬具 1百万円

工具器具及び備品 25百万円

ソフトウェア 2百万円

計 108百万円

（注11）減損損失 

　当事業年度において、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

（注11）減損損失 

　当事業年度において、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額 
群馬県みどり市 事業用資産 機械及び装置  8百万円
群馬県藤岡市 事業用資産 機械及び装置等  18百万円
新潟県南魚沼市 事業用資産 機械及び装置  13百万円
静岡県菊川市 事業用資産 機械及び装置等 9百万円

合計 － － 50百万円

場所 用途 種類 金額 
福島県田村市 事業用資産 土地  57百万円
新潟県南魚沼市 事業用資産 土地  1百万円
長野県上伊那郡 貸与資産 建物及び構築物  9百万円

神奈川県横浜市
処分予定資
産

建物及び構築物
　
機械及び装置等
　

80百万円
0百万円

静岡県菊川市
処分予定資
産

建物及び構築物
機械及び装置等

135百万円
19百万円

合計 － － 303百万円

　当社は、事業の種類別セグメントを基礎として資産のグ

ルーピングを行い、共用資産及び遊休資産については、

個々の資産単位で資産のグルーピングを行っておりま

す。上記の資産は市場の需要が変化し稼動が著しく低下

したことにより、回収可能価額が帳簿価額を下回ってい

るため、当事業年度において、減損損失50百万円を特別損

失に計上しております。　 

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、機械及び装置等については帳簿価格を備忘価格まで

減額しております。

　当社は、事業の種類別セグメントを基礎として資産のグ

ルーピングを行い、共用資産及び遊休資産については、

個々の資産単位で資産のグルーピングを行っておりま

す。事業用資産のうち土地については、地価が著しく低下

したことにより、回収可能価額が帳簿価額を下回ってい

るため、また、貸与資産及び処分予定用資産については、

処分が予定されていることにより、当事業年度において、

減損損失303百万円を特別損失に計上しております。　 

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、建物及び構築物、機械及び装置等については帳簿価格

を備忘価格まで減額しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式　（注） 301 129 － 430

合計 301 129 － 430

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加129千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式　（注） 430 9 8 432

合計 430 9 8 432

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、自己株式の株

数の減少８千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

 　 輸送用機器関連事業における生産設備（工具器具及び

備品）であります。

②リース資産の減価償却方法

　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記

載のとおりであります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に順じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

 　 輸送用機器関連事業における生産設備（工具器具及び

備品）であります。

②リース資産の減価償却方法

　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記

載のとおりであります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に順じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び装置 949 348 601
車両及び運搬具 17 7 9
工具器具及び備
品

209 176 32

合計 1,176 533 643

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び装置 870 370 499
車両及び運搬具 17 10 6
工具器具及び備
品

70 61 8

合計 957 443 514

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 126百万円

１年超 538百万円

合計 665百万円

１年内 110百万円

１年超 426百万円

合計 537百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 167百万円

減価償却費相当額 146百万円

支払利息相当額 24百万円

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 127百万円

支払利息相当額 20百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 13百万円

１年超 37百万円

合計 50百万円

１年内 12百万円

１年超 30百万円

合計 42百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）　

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,417 1,661 243

当事業年度（平成22年３月31日）　

子会社株式及び関連会社株式

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,417 1,701 284

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 36,093

関連会社社株式 2,008

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。　

　

（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成21年３月31日現在）
 当事業年度

（平成22年３月31日現在）
 

 （単位　百万円）  （単位　百万円）  

繰延税金資産       

子会社株式評価損  1,993  1,993 

賞与引当金  756  665 

共済会資産  128  121 

製品保証引当金  1,077  635 

未払事業税  12  30 

繰越外国税額控除  863  1,757 

繰越欠損金  5,810

1,394

  6,931

1,119

 

その他     

繰延税金資産小計  12,036  13,253 

評価性引当額  △9,506  △13,253 

繰延税金資産合計  2,530  －  

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △892  △2,324 

特別償却準備金  △155  △113 

前払年金費用  △3,037

△91

  △2,671

△22

 

その他     

繰延税金負債合計  △4,176  △5,132 

繰延税金負債純額  △1,646  △5,132 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成21年３月31日現在）
 当事業年度

（平成22年３月31日現在）
 

 （単位　百万円）  （単位　百万円）  

法廷実行税率      40.4 

交際費等永久に損金に算入されない項目  －   0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目

 －   △2.5 

住民税均等割  －   2.2 

源泉所得税  －   △11.4 

外国税額  －   △6.8 

評価性引当金  －   165.4 

海外子会社剰余金分配  －   △25.4 

その他  －   △30.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  －   131.3 

 （注）　前事業年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異については、税引前当期純損

失が計上されているため記載しておりません。

　

　

（企業結合等関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

──── ────
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（１株当たり情報）

　

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 681.70 715.41

１株当たり当期純損失金額（△）（円） △276.04 △12.86

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額（円） －

　１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

－

　１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）

（百万円）
△12,481 △580

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百

万円）
△12,481 △580

期中平均株式数（千株） 45,215 45,151

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　130％コールオプション条項付第２

回無担保転換社債型新株予約権付社

債（券面総額6,731百万円）。

　なお、上記の新株予約権付社債の概

要は「第４提出会社の状況、１株式

等の状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

　130％コールオプション条項付第２

回無担保転換社債型新株予約権付社

債（券面総額6,700百万円）。

　なお、上記の新株予約権付社債の概

要は「第４提出会社の状況、１株式

等の状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他

有価証券

本田技研工業㈱ 2,122,402 7,003

㈱横浜銀行 2,854,656 1,307

日産自動車㈱ 1,107,036 886

㈱みずほフィナンシャルグループ 932,960 580

㈱タチエス 332,000 337

住友不動産㈱ 188,000 334

日本ワイパブレード㈱  43,200 256

㈱群馬銀行 395,900 204

㈱ユニバンス    612,200 162

みずほ証券㈱ 501,119 148

三菱鉛筆㈱ 100,000 138

㈱東和銀行 2,107,326 134

㈱エフテック 84,000 121

トヨタ自動車㈱ 32,300 120

その他61銘柄 4,102,523 1,061

計 15,515,623 12,800

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他

有価証券

転換社債１銘柄 1 1

小計 1 1

計 1 1

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口数）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他

有価証券

大和公社債投信 10,000 100

ＭＭＦ 10,303,227 10

その他投資信託受益証券１銘柄 20,000,000 13

小計 － 124

投資有価

証券

その他

有価証券

ソフトバンク・インターネットファンド 10,000 32

その他証券投資信託受益証券２銘柄 36,030,080 28

小計 － 61

計 － 185
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 25,737 158 121 25,773 19,779 802 5,994

構築物 2,079 2 19 2,062 1,793 52 268

機械及び装置 46,531 1,704 809 47,427 38,380 2,888 9,046

車両運搬具 308 12 31 289 255 23 34

工具、器具及び備品 36,626 420 1,039 36,006 34,589 1,080 1,417

リース資産 1,970 1,438 － 3,409 1,768 1,276 1,640

土地 3,412 37 72 3,377 － － 3,377

建設仮勘定 2,070 3,967 5,149 888 － － 888

有形固定資産計 118,736 7,742 7,244 119,235 96,567 6,122 22,667

無形固定資産        

借地権 143 － － 143 － － 143

ソフトウエア 4,412 122 2 4,532 3,647 684 885

その他 57 70 － 127 25 1 102

無形固定資産計 4,612 193 2 4,803 3,672 686 1,131

長期前払費用 7,576 25 954 6,647 － － 6,647

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 工作機械 

生産設備 

 253百万円

1,450百万円

工具、器具及び備品

 

金型

治具 

 162百万円

72百万円

リース資産 金型  1,438百万円

建設仮勘定 機械及び装置

金型等 

 502百万円

385百万円

 　　　 ２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 工作機械 

生産設備 

 210百万円

578百万円

工具、器具及び備品 金型

治具 

試験・検査機器 

 730百万円

24百万円

128百万円
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 334 12 1 0 343

賞与引当金 1,870 1,645 1,022 847 1,645

製品保証引当金 2,665 534 1,157 471 1,571

事業構造改善引当金 529 － 529 － －

役員退職引当金 532 － － 532 －

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する貸倒引当額の洗替額であります。

　　　　２．賞与引当金の「当期減少額（その他）」は、前期引当額と実際支出額の差額を戻入れたものであります。

　　　　３．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は、前期引当額と実際支出額の差額を戻入れたものでありま  　　

す。

　　　　４．役員退職引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う未払額を固定負債「長期未払

金」へ振替えた額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　流動資産

(イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

預金の種類  

当座預金 1,015

普通預金 270

通知預金 9,240

定期預金 2,220

小計 12,745

合計 12,746

(ロ）受取手形

取引先名 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

ベバストジャパン㈱ 256 平成22年４月期日 258

ハネウェルジャパン㈱ 232 平成22年５月期日 200

富士機工㈱ 206 平成22年６月期日 230

千代田工業㈱ 42 平成22年７月期日 89

㈱ニッキ 17 平成22年８月期日 3

その他 27   　　　     

計 782 782
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(ハ）売掛金

①　相手先別内訳

取引先名 金額（百万円）

本田技研工業㈱ 2,629

㈱城南製作所 2,510

アメリカン・ミツバ・コーポレーション 2,227

富士重工業㈱ 1,813

ミツバ・フィリピンズ・コーポレーション 1,554

日本精工㈱ 1,424

その他 20,624

計 32,785

②　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）
(A)

当期発生高
（百万円）
(B)

当期回収高
（百万円）
(C)

次期繰越高
（百万円）
(D)

回収率（％） 滞留期間（月）

(
Ｃ
───
Ａ＋Ｂ

×100) (
Ａ＋Ｄ
───
２

÷
Ｂ
─
12
)

22,592 115,584 105,391 32,785 76.3 2.9

　（注）　消費税等の会計処理は税抜処理を採用しておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。

(ニ）商品及び製品　

品目 金額（百万円）

四輪電装 1,228

二輪・汎用電装 206

応用機器 378

計 1,814

(ホ）仕掛品

品目 金額（百万円）

四輪電装 806

二輪・汎用電装 97

応用機器 7

その他 20

計 932
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(ヘ) 原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

原材料     

原材料 204

部分品 1,944

未着品 201

小計 2,350

貯蔵品     

生産技術貯蔵品 174

試作用貯蔵品 42

工場貯蔵品 48

補助材料 41

その他 12

小計 318

合計 2,669

 

(ト) 未収入金

品目 金額（百万円）

ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 1,164

㈱サンユー 568

㈱大嶋電機製作所 330

東京海上日動火災保険㈱ 300

その他 2,944

計      5,308

ｂ　投資その他の資産

(イ）関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

アメリカン・ミツバ・コーポレーション 8,781

ミツバ・フィリピンズ・コーポレーション 6,989

ミツバ・シカル・インディア・リミテッド 3,025

ミツバ・バーズタウン・インコーポレーテッド 2,560

三葉電器（大連）有限公司 2,133

その他47銘柄 16,028

計 39,518
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ｃ　流動負債

(イ）買掛金

取引先名 金額（百万円）

㈱大嶋電機製作所 757

㈱サンユー 627

日本ワイパブレード㈱ 524

ミツバ・フィリピンズ・コーポレーション 479

日本ビニロン㈱ 356

その他 11,652

計 14,398

(ロ）短期借入金

取引先名 金額（百万円）

㈱横浜銀行 12,259

㈱三井住友銀行 4,160

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,660

㈱みずほコーポレート銀行 2,520

㈱足利銀行 2,480

その他 5,020

計 29,099

(ハ）未払金

取引先名 金額（百万円）

グローバルファクタリング㈱ 3,878

㈱オフィス・アドバン 3,285

浜銀ファイナンス㈱ 2,785

㈱群馬銀行 1,207

㈱足利銀行 547

その他 3,041

計 14,747

EDINET提出書類

株式会社ミツバ(E02205)

有価証券報告書

118/126



ｄ　固定負債 

(イ）長期借入金

取引先名 金額（百万円）

㈱横浜銀行 12,700

㈱商工組合中央金庫 3,820

㈱みずほコーポレート銀行 3,800

㈱日本政策投資銀行 3,500

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,200

その他 7,900

計 33,920

（３）【その他】

　該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
３月31日、９月30日

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日 

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 （特定口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 （特定口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ────

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ：http://www.mitsuba.co.jp/ir/koukoku.html

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに

単元未満株式の売渡し請求をする権利以外の権利を有しておりません。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第64期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月26日関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成21年６月26日関東財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

　（第65期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月11日関東財務局長に提出

　（第65期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出

  （第65期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出

（4）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

　平成21年９月11日関東財務局長に提出

　事業年度（第64期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年６月26日

株式会社ミツバ    

 取締役会　御中  

 新 宿 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　信行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 壬生　米秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　実　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ミツバの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ミツバ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミツバの平成21年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社ミツバが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年６月25日

株式会社ミツバ    

 取締役会　御中  

 新 宿 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　信行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 壬生　米秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　実　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ミツバの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ミツバ及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報　

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年11月11日開催の取締役会において、連結対象子会社である株式会社サン

ユーと株式会社エムテックの合併を決議し、平成22年４月１日に合併している。 　
　
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミツバの平成22年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社ミツバが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月26日

株式会社ミツバ    

 取締役会　御中  

 新 宿 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　信行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 壬生　米秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　実　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ミツバの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ミツ

バの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年６月25日

株式会社ミツバ    

 取締役会　御中  

 新 宿 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　信行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 壬生　米秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　実　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ミツバの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ミツ

バの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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